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まえがき

　政府が平成 27 年 1 月に発表した「平成 26 年度の経済見
通しと経済財政運営の基本的態度」によると，「平成 26 年
度は所謂「3本の矢」の一体的推進により緩やかな回復基
調にあり，雇用・所得環境や交易条件の改善が進む中，堅
調な民需に支えられた景気回復の動きが広がっている。」
と述べているが，電力関連分野への震災の影響はいまだに
大きく，電気学会を取り巻く事業環境は引き続き悪化した
下での厳しい 1年となった。

　こうした中で，経営企画委員会を中心として学会横断的
に事業改善に向けた方策の検討を進め，まずその基盤とし
て平成 26 年 7 月 25 日理事会においてグランドデザインの
レビューを行い，「行動目標と重点的に行うべき 4つの活
動」を決定し，今後この方針に沿って事業を進めてゆくた
めの個別アクションプランの検討・実施を進め，以降の事
業に随時反映することとした。事業全般に関しては，事業
計画の策定方法や予算方式などの改善検討を進めるととも
に，全体的な収支改善の検討を行い，平成 26年度決算お
よび平成 27 年度予算の黒字化を図った。

　【行動目標】「会員に魅力ある場を提供する」
　　　　　　  「豊かで安心安全な社会，持続的発展が可能

な社会の実現に貢献する」
　【重点的に行うべき 4つの活動】
　　　　　　 「電気学術の発展と国際化への貢献」
　　　　　　  「科学技術を担う多様な人材の創出，育成，

活躍の促進」
　　　　　　 「標準化・規格化による戦略的活動と提言」
　　　　　　  「社会への情報発信と認知（プレゼンス）の

向上」

　平成 26 年度は，本部および各部門支部は大会や研究会
をはじめとする各種技術会合や見学会，研究調査，出版，
これらを通じた学術の発展と人材の育成に重点的に取り組
み，また，持続可能なエネルギー環境の実現に向けてのス
マートコミュニティーやインフラシステムの整備などグロ
ーバルなレベルにおいて電気関連分野の貢献と先導的かつ
積極的な展開を図り，電気エネルギーセキュリティー確保
のための部門横断的な活動，公開シンポジウムの各地開催
や，毎年 3月の「でんきの月」キャンペーン活動，電気技
術の顕彰制度「でんきの礎」の第 8回顕彰などにより，社
会に対して有益な情報発信を行うなどの活動を進めてき

た。標準化活動においては，JEC活動をベースとしつつ，
国際標準化活動を積極的に推進し，平成 26 年 10 月の IEC
東京大会への参画，経産省の国際標準化委託事業の拡大な
ど電気関係事業への貢献に努めている。

　学会運営の活性化のため自由な議論の場としての役員懇
談会を活用するとともに，有識者会議等において各方面か
らのご意見をお聴きした。また，125 周年機縁事業の一環
として学会の顔であるHPの改善や会員システムの全面更
新などを進めた。

　このように，電気学会の基本政策に沿った事業を定款に
基づき着実に展開し，電気学術の発展と文化の向上に寄与
するとともに，会員に対して快適な場を提供するよう努め
てきた。

　平成 26 年度の事業報告概要は以下の通りである。

1．会員に関する事項【定款第 3章】

（1）年度別会員数

（2）入退会者数

（3）事業維持員の異動

（4）年度末支部別会員数

（5）年度末部門別会員数（登録数）

年度 名誉員 正員 准員 学生員 合計
H23 43 19 ,766 365 3 ,047 23 ,221
H24 46 19 ,412 287 3 ,054 22 ,799
H25 48 19 ,041 259 3 ,002 22 ,350
H26 47 18 ,757 257 2 ,753 21 ,814

項目 名誉員 正員 准員 学生員 合計
入会
復会

─
0

836
35

9
0

1 ,342
4

2 ,187
39

退会
資格停止
死亡

─
─
4

936
1 ,190
78

70
116
0

342
25
1

1 ,348
1 ,331
83

項目 社数 口数 項目 社数 口数
入会
退会

9
18

　36
－35

口数増加
口数減少
年度末現在 401

0
－24
2 ,590

支部 名誉員 正員 准員 学生員 合計
北海道支部
東北支部
東京支部
東海支部
北陸支部
関西支部
中国支部
四国支部
九州支部

1
4
30
5
0
7
0
0
0

325
719
9 ,285
2 ,693
472
2 ,986
741
322
1 ,214

6
10
104
34
12
23
26
23
19

71
103
1 ,127
385
71
334
155
111
396

403
836

10 ,546
3 ,117
555
3 ,350
922
456
1 ,629

合　計 47 18 ,757 257 2 ,753 21 ,814
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　　 同 　：一瀬　中（電力中央研究所）
　会計担当：平野嘉彦（東　芝）
　　 同 　：菅　健一（三菱電機）
　編修担当：池畑　隆（茨城大学）
　　 同 　：森武　洋（防衛大学校）
　研究調査担当：松下伸広（東京工業大学）
　　 同 　：山崎孝則（ジェイ・パワーシステムズ）
　監　　事：佐藤敏郎（信州大学）
　　 同 　：田中康規（金沢大学）
Ｂ部門
　部 門 長：福井伸太（東洋大学）
　副部門長：福井千尋（日立製作所）
　　 同 　：三谷康範（九州工業大学）
　総務企画担当：八田万幸樹（日立製作所）
　　 同 　：宮本剛寿（東　芝）
　会計担当：有本雅昭（三菱電機）
　　 同 　：坂井　明（中部電力）
　編修担当：宮内　肇（熊本大学）
　　 同 　：福井　聡（新潟大学）
　研究調査担当：金森重晴（富士電機）
　　 同 　：岡田有功（電力中央研究所）
　広報・国際化担当：田中　明（明電舎）
　　 同 　：関田昌弘（電源開発）
　監　　事：藤岡直人（関西電力）
　　 同 　：岡下　稔（昭和電線ケーブルシステム）
Ｃ部門
　部 門 長：宮崎道雄（関東学院大学）
　副部門長：髙木茂孝（東京工業大学）
　　 同 　：下平　治（日本電気）
　総務企画担当：阿南泰三（富士通研究所）
　　 同 　：牧野利徳（中部電力）
　会計担当：佐藤達広（日立製作所）
　　 同 　：千田康博（日本電気）
　編修担当：兵庫　明（東京理科大学）
　　 同 　：亀井克之（三菱電機）
　研究調査担当：泉　智紀（東京電機大学）
　　 同 　：篠原和太郎（東　芝）
　広報・情報化担当：元木　誠（関東学院大学）
　　 同 　：宮澤秀毅（明電舎）
　監　　事：染谷博司（東海大学）
　　 同 　：村田博士（電力中央研究所）
Ｄ部門
　部 門 長：大山和伸（ダイキン工業）
　和文論文誌編修長：森本雅之（東海大学）
　英文論文誌編修長：大石　潔（長岡技術科学大学）
　副部門長：村上俊之（慶應義塾大学）
　　 同 　：井出一正（日立製作所）
　総務企画担当：中沢洋介（東　芝）
　　 同 　：下村昭二（芝浦工業大学）

（6）女性会員・海外会員

（7）事業維持員一覧（付録参照）

2．役員等に関する事項【定款第 3，5章】

（1）平成 26 年度本部役員
　会　　長：生駒昌夫（関西電力）
　会長代理：大西公平（慶應義塾大学）
　副 会 長：
　　（総務企画）：白銀隆之（関西電力）
　　（財務会計）：西田直人（東　芝）
　　（編修出版）：大崎博之（東京大学）
　　（研究調査）：井上満夫（三菱電機）
　総務企画理事：市川弥生次（中部電力）
　財務会計理事：江口直也（富士電機）
　編修出版理事：新藤孝敏（電力中央研究所）
　研究調査理事：大山　力（横浜国立大学）
　専務理事：酒井祐之（電気学会）
　部門担当理事（Ａ部門）：福永　香（情報通信研究機構）
　　　 同　（Ｂ部門）：福井伸太（東洋大学）
　　　 同　（Ｃ部門）：宮崎道雄（関東学院大学）
　　　 同　（Ｄ部門）：大山和伸（ダイキン工業）
　　　 同　（Ｅ部門）：田畑　修（京都大学）
　支部担当理事（北海道支部）：小笠原悟司（北海道大学）
　　　 同　（東北支部）：松木英敏（東北大学）
　　　 同　（東京支部）：横田岳志（東　芝）
　　　 同　（東海支部）：松村年郎（名古屋大学）
　　　 同　（北陸支部）：長谷川俊行（北陸電力）
　　　 同　（関西支部）：三浦良隆（関西電力）
　　　 同　（中国支部）：田中俊彦（山口大学）
　　　 同　（四国支部）：服部哲郎（香川大学）
　　　 同　（九州支部）：匹田政幸（九州工業大学）
　監　　事　：吉迫　徹（九州電力）
　　　 同 　：井上喜之（ジェイ・パワーシステムズ）
（2）平成 26 年度部門役員
Ａ部門
　部 門 長：福永　香（情報通信研究機構）
　編 修 長：匹田政幸（九州工業大学）
　副部門長：小林金也（日立製作所）
　　 同 　：上杉喜彦（金沢大学）
　総務企画担当：加藤景三（新潟大学）

部門 名誉員 正員 准員 学生員 合計
A部門 2 2 ,475 49 415 2 ,941
B 部門 24 7 ,214 64 831 8 ,133
C 部門 12 3 ,374 69 436 3 ,891
D 部門 10 5 ,366 69 833 6 ,278
E 部門 1 1 ,087 7 240 1 ,335
合　計 49 19 ,516 258 2 ,755 22 ,578

※複数部門登録者の重複を含む

種別 名誉員 正員 准員 学生員 合計
女性会員 ─ 342 32 167 541
海外会員 1 114 0 10 125
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　会計担当：米谷晴之（三菱電機）
　　 同 　：江口政樹（シャープ）
　編修広報担当：松本　康（富士電機）
　　 同 　：近藤圭一郎（千葉大学）
　研究調査担当：柴田昌明（成蹊大学）
　　 同 　：川上紀子（東芝三菱電機産業システム）
　国際担当： 西田保幸（千葉工業大学）
　監　　事： 山下隆司（NTTファシリティーズ総合研究

所）
　　 同 　：藤田英明（東京工業大学）
Ｅ部門
　部 門 長：田畑　修（京都大学）
　副部門長：前中一介（兵庫県立大学）
　　 同 　：中本高道（東京工業大学）
　総務企画担当：橋口　原（静岡大学）
　　 同 　：工藤寛之（明治大学）
　会計担当：佐藤文彦（オムロン）
　　 同 　：石井　仁（豊橋技術科学大学）
　編修担当：池原　毅（産業技術総合研究所）
　　 同 　：安部　隆（新潟大学）
　研究調査担当：町田克之（NTTアドバンステクノロジ）
　　 同 　：小野崇人（東北大学）
　監　　事：竹内幸裕（デンソー）
　　 同 　：栗山敏秀（近畿大学）
（3）平成 26 年度支部役員
　△印は支所長を示す。
北海道支部
　支 部 長：小笠原悟司（北海道大学）
　総務企画幹事：原　亮一（北海道大学）
　　 同 　：田中俊光（北海道電力）
　会計幹事：渡邊浩太（室蘭工業大学）
　　 同 　：菅原吉隆（北海道電力）
　協 議 員：一戸善弘（北海道科学大学）
　　 同 　：大場みち子（公立はこだて未来大学）
　　　　　　奥村敦史（北海道電力）
　　　　　　小松正明（釧路工業高等専門学校）
　　　　　　鈴木寛治（電源開発）
　　　　　　関根ちひろ（室蘭工業大学）
　　　　　　高橋理音（北見工業大学）
　　　　　　土田徳造（北海道旅客鉄道）
　　　　　　富田一臣（新日鐵住金）
　　　　　　野口　聡（北海道大学）
　監　　事：竹本真紹（北海道大学）
東北支部
　支 部 長：松木英敏（東北大学）
　総務企画幹事：阿部公哉（東北電力）
　　 同 　：杉田典大（東北大学）
　会計幹事：枦修一郎（東北大学）
　　 同 　：湯澤伸也（東北電力）

　協 議 員：阿部俊三（東北工業大学）
　　 同 　：池田正二（東北大学）
　　　　　　石井　巧（東日本旅客鉄道）
　　　　　　岩井克全（仙台高等専門学校）
　　　　　　郭　海蛟（東北学院大学）
　　　　　　△熊谷誠治（秋田大学）
　　　　　　△小林宏一郎（岩手大学）
　　　　　　佐藤正則（ユアテック）
　　　　　　△杉本俊之（山形大学）
　　　　　　津田　理（東北大学）
　　　　　　中野春之（東北電力）
　　　　　　△花田一磨（八戸工業大学）
　　　　　　三浦直人（東北電力）
　　　　　　△渡部仁貴（日本大学）
　監　　事：家名田敏昭（東北文化学園大学）
東京支部
　支 部 長：横田岳志（東　芝）
　総務企画幹事：山本直幸（日立製作所）
　　 同 　：中島達人（東京電力）
　会計幹事：渡邉政美（三菱電機）
　　 同 　：天川正士（電力中央研究所）
　協 議 員：青木秀憲（東海大学）
　　 同 　：△秋津哲也（山梨大学）
　　　　　　秋谷安司（エクシム）
　　　　　　飯坂達也（富士電機）
　　　　　　飯塚俊夫（電源開発）
　　　　　　△石川赴夫（群馬大学）
　　　　　　石山　仁（東京電機大学）
　　　　　　上田晃司（三菱電機）
　　　　　　△大越昌幸（防衛大学校）
　　　　　　大谷哲夫（電力中央研究所）
　　　　　　大野　勉（日本電気）
　　　　　　大森尉公（日立製作所）
　　　　　　△岡本　保（木更津工業高等専門学校）
　　　　　　小川正勝（東　芝）
　　　　　　奥井明伸（鉄道総合技術研究所）
　　　　　　△小椋一夫（新潟大学）
　　　　　　小原　学（明治大学）
　　　　　　桂誠一郎（慶應義塾大学）
　　　　　　金子晋久（産業技術総合研究所）
　　　　　　小林正和（早稲田大学）
　　　　　　△三枝幹雄（茨城大学）
　　　　　　△佐久間洋志（宇都宮大学）
　　　　　　佐野常世（東京電力）
　　　　　　鈴木貞二（フジクラ）
　　　　　　竹内　希（東京工業大学）
　　　　　　田中　明（明電舎）
　　　　　　辻　隆男（横浜国立大学）
　　　　　　難波雅之（東京電力）
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　　　　　　南保英孝（金沢大学）
　　　　　　西田好宏（福井工業大学）
　　　　　　宮城克徳（金沢工業大学）
　　　　　　米澤出穗（関西電力）
　監　　事：田岡久雄（福井大学）
関西支部
　支 部 長：三浦良隆（関西電力）
　総務企画幹事：矢野　徹（三菱電機）
　　 同 　：佐藤貴史（関西電力）
　会計幹事：大澤穂高（関西大学）
　　 同 　：浅利一成（関西電力）
　協 議 員：井上征則（大阪府立大学）
　　 同 　：今北健二（神戸大学）
　　　　　　小田　昇（関西鉄道協会）
　　　　　　川畑良尚（立命館大学）
　　　　　　斎藤高廣（住友電気工業）
　　　　　　貞國仁志（三菱電機）
　　　　　　白土紀明（ダイヘン）
　　　　　　杉原英治（大阪大学）
　　　　　　瀬越忠男（パナソニック）
　　　　　　瀧川琢雄（西日本旅客鉄道）
　　　　　　多田充宏（関西電力）
　　　　　　津吉　彰（神戸市立工業高等専門学校）
　　　　　　長岡直人（同志社大学）
　　　　　　永田正義（兵庫県立大学）
　　　　　　羽田儀宏（日新電機）
　　　　　　花澤昌彦（富士電機）
　　　　　　古谷栄光（京都大学）
　　　　　　森本健志（近畿大学）
　　　　　　吉村　勉（大阪工業大学）
　監　　事：中村武恒（京都大学）
　　 同 　：大森敏明（神戸大学）
中国支部
　支 部 長：田中俊彦（山口大学）
　総務企画幹事：造賀芳文（広島大学）
　　 同 　：梅田健司（中国電力）
　会計幹事：永原勝典（エネルギア・ライフ＆アクセス）
　　 同 　：杉原弘章（中国電力）
　協 議 員：大木　誠（鳥取大学）
　　 同 　：笠　展幸（岡山理科大学）
　　　　　　栗田耕一（近畿大学）
　　　　　　堺　健司（岡山大学）
　　　　　　崎山智司（山口大学）
　　　　　　佐藤光廣（中国電機製造）
　　　　　　重國知之（東ソー）
　　　　　　関崎真也（広島大学）
　　　　　　日髙良和（宇部工業高等専門学校）
　　　　　　丸谷祐司（JFEスチール）
　　　　　　渡邉修治（松江工業高等専門学校）

　　　　　　西田保幸（千葉工業大学）
　　　　　　二瓶展之（日立製作所）
　　　　　　△橋詰俊成（矢崎エナジーシステム）
　　　　　　藤本博志（東京大学）
　　　　　　前田幹夫（工学院大学）
　　　　　　△松井章典（埼玉工業大学）
　　　　　　三宅弘晃（東京都市大学）
　　　　　　吉沢一郎（新日鐵住金）
　監　　事：渡辺能康（日立製作所）
　　 同 　：渡辺隆夫（電力中央研究所）
東海支部
　支 部 長：松村年郎（名古屋大学）
　総務企画幹事：小林亮治（中部電力）
　　 同 　：加藤剛志（名古屋大学）
　会計幹事：吉田　隆（名古屋大学）
　　 同 　：関　健太（名古屋工業大学）
　協 議 員：有賀信雄（シンフォニアテクノロジー）
　　 同 　：飯田和生（三重大学）
　　　　　　市川弥生次（中部電力）
　　　　　　王　道洪（岐阜大学）
　　　　　　大林和良（デンソー）
　　　　　　尾崎正則（三菱電機）
　　　　　　小林　浩（トーエネック）
　　　　　　鈴木　進（日本ガイシ）
　　　　　　曽根原誠（信州大学）
　　　　　　滝川浩史（豊橋技術科学大学）
　　　　　　道木慎二（名古屋大学）
　　　　　　中井英雄（豊田中央研究所）
　　　　　　水野康宏（愛知電機）
　　　　　　光本真一（豊田工業高等専門学校）
　　　　　　箕輪昌幸（愛知工業大学）
　　　　　　森田良文（名古屋工業大学）
　　　　　　山中三四郎（名城大学）
　　　　　　米澤裕之（富士電機）
　監　　事：角　紳一（中部大学）
北陸支部
　支 部 長：長谷川俊行（北陸電力）
　総務企画幹事：上野敏幸（金沢大学）
　　 同 　：宮本　毅（北陸電力）
　会計幹事：京極喜一郎（北陸電力）
　　 同 　：川本　昂（福井工業高等専門学校）
　協 議 員：王　栄龍（福井大学）
　　 同 　：金尾則一（北陸電力）
　　　　　　河辺賢一（富山大学）
　　　　　　榊原一紀（富山県立大学）
　　　　　　櫻井　豊（富山高等専門学校）
　　　　　　高野浩一（北陸電力）
　　　　　　田中文章（石川工業高等専門学校）
　　　　　　直江伸至（金沢工業高等専門学校）
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　　　　　　阿部公哉（東北電力）
　　　　　　池田久利（東京大学）
　　　　　　生駒昌夫（関西電力）
　　　　　　石田篤志（中部電気保安協会）
　　　　　　伊瀬敏史（大阪大学）
　　　　　　礒嶋茂樹（住友電気工業）
　　　　　　市川弥生次（中部電力）
　　　　　　井上満夫（三菱電機）
　　　　　　井堀春生（愛媛大学）
　　　　　　海田英俊（富士電機）
　　　　　　梅野孝治（豊田中央研究所）
　　　　　　江口直也（富士電機）
　　　　　　大崎博之（東京大学）
　　　　　　大西公平（慶應義塾大学）
　　　　　　大山和伸（ダイキン工業）
　　　　　　大山　力（横浜国立大学）
　　　　　　小笠原悟司（北海道大学）
　　　　　　岡本達希（電力中央研究所）
　　　　　　柿川真紀子（金沢大学）
　　　　　　勝木　淳（熊本大学）
　　　　　　加藤剛志（名古屋大学）
　　　　　　河村篤男（横浜国立大学）
　　　　　　木村友則（デンソー）
　　　　　　久保　洋（山口大学）
　　　　　　栗原郁夫（電力中央研究所）
　　　　　　栗原雅幸（電力計算センター）
　　　　　　酒井祐之（電気学会）
　　　　　　迫田達也（宮崎大学）
　　　　　　塩原亮一（日立製作所）
　　　　　　渋谷義一（芝浦工業大学）
　　　　　　清水敏久（首都大学東京）
　　　　　　新藤孝敏（電力中央研究所）
　　　　　　神保泰彦（東京大学）
　　　　　　杉田典大（東北大学）
　　　　　　鈴木博章（筑波大学）
　　　　　　芹澤善積（電力中央研究所）
　　　　　　造賀芳文（広島大学）
　　　　　　曽根光男（東海大学）
　　　　　　園田澄利（安川電機）
　　　　　　竹内　昭（中電不動産）
　　　　　　竹下隆晴（名古屋工業大学）
　　　　　　竹島尚弘（関西電力）
　　　　　　武田秀雄（大同大学）
　　　　　　武部俊郎（東京電力）
　　　　　　竹本泰敏（日本工業大学）
　　　　　　田所通博（三菱電機）
　　　　　　田中幸二（日立製作所）
　　　　　　田中秀治（東北大学）
　　　　　　田中哲司（明電舎）

　監　　事：栗栖重久（中国電気保安協会）
四国支部
　支 部 長：服部哲郎（香川大学）
　総務企画幹事：星野孝総（高知工科大学）
　　 同 　：寺尾京平（香川大学）
　会計幹事：本村英樹（愛媛大学）
　　 同 　：佐藤敬子（香川大学）
　協 議 員：門脇一則（愛媛大学）
　　 同 　：久保智裕（徳島大学）
　　　　　　下川房男（香川大学）
　　　　　　杉原庸貴（住友共同電力）
　　　　　　竹垣　晋（四国総合研究所）
　　　　　　竹田史章（高知工科大学）
　　　　　　太良尾浩生（香川高等専門学校）
　　　　　　深澤裕一（四国電力）
　　　　　　北條昌秀（徳島大学）
　　　　　　松木寿夫（三菱電機）
　　　　　　弓達新治（愛媛大学）
　監　　事：下村直行（徳島大学）
九州支部
　支 部 長：匹田政幸（九州工業大学）
　総務企画幹事：豊田和弘（九州工業大学）
　　 同 　：井上昌睦（九州大学）
　会計幹事：中園耕一（九州電力）
　　 同 　：松木隆典（九州電力）
　協 議 員：青木振一（崇城大学）
　　 同 　：猪原　哲（佐賀大学）
　　　　　　今坂公宣（九州産業大学）
　　　　　　岩熊成卓（九州大学）
　　　　　　川上知之（三菱電機）
　　　　　　川越明史（鹿児島大学）
　　　　　　北川二郎（福岡工業大学）
　　　　　　佐久川貴志（熊本大学）
　　　　　　白土竜一（九州工業大学）
　　　　　　田邉　隆（三菱重工業）
　　　　　　△玉城史朗（琉球大学）
　　　　　　戸高　孝（大分大学）
　　　　　　中村　格（鹿児島工業高等専門学校）
　　　　　　林　則行（宮崎大学）
　　　　　　久恒正希（安川電機）
　　　　　　藤島友之（長崎大学）
　　　　　　松本洋和（福岡大学）
　　　　　　持永大照（新日鐵住金）
　　　　　　吉江　修（早稲田大学）
　監　　事：松下哲也（九州電力）
（4）平成 26 年度代議員（100 名）
　任期は平成 26 年 2 月 28 日～ 2年後に実施される代議員
選挙終了の時まで
　　　　　　小豆畑茂（日立製作所）
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　　　　　　渡邉政美（三菱電機）
（5）平成 26 年度有識者会議委員（72 名）
　本部代表：池田久利（東京大学）
　　 同 　：一枝圭祐（三菱電機エンジニアリング）
　　　　　　大久保仁（愛知工業大学）
　　　　　　岡本達希（電力中央研究所）
　　　　　　栗原郁夫（電力中央研究所）
　　　　　　柵山正樹（三菱電機）
　　　　　　塩原亮一（日立製作所）
　　　　　　田井一郎（元東芝）
　　　　　　髙木　勲（トーエネック）
　　　　　　竹内　昭（中電不動産）
　　　　　　土井美和子（情報通信研究機構）
　　　　　　中川聡子（東京都市大学）
　　　　　　野田正信（関西電力）
　　　　　　林　洋一（青山学院大学）
　　　　　　日髙邦彦（東京大学）
　　　　　　福田　隆（関西電力）
　　　　　　藤本　孝（元東京電力） 
　　　　　　松瀨貢規（明治大学）
　　　　　　宮道壽一（元宇都宮大学） 
　　　　　　八坂保弘（日立製作所）
　　　　　　山本俊二（三菱電機）
　部門代表：石田　誠（豊橋技術科学大学）
　　 同 　：清水敏久（首都大学東京）
　　　　　　庄子習一（早稲田大学）
　　　　　　玉井伸三（東芝三菱電機産業システム）
　　　　　　原口芳徳（テプコカスタマーサービス）
　　　　　　福本　亮（東　芝）
　　　　　　松木英敏（東北大学）
　　　　　　安田恵一郎（首都大学東京）
　支部代表：秋山秀典（熊本大学）
　　 同 　：小豆畑茂（日立製作所）
　　　　　　石田篤志（中部電気保安協会）
　　　　　　作井正昭（富山大学）
　　　　　　菅原洋一（住友電工ウインテック）
　　　　　　鈴置保雄（名古屋大学）
　　　　　　玉置　久（神戸大学）
　　　　　　田村淳二（北見工業大学）
　　　　　　中島康治（東北大学）
　　　　　　永田　武（広島工業大学）
　　　　　　平野敏彦（九州電気保安協会）
　　　　　　藤原憲一郎（元高知工業高等専門学校）
　　　　　　松岡秀夫（中国電力）
　　　　　　松木純也（福井大学）
　　　　　　真弓明彦（北海道電力）
　　　　　　矢萩保雄（東北電力）
　　　　　　山地幸司（四国電力）
　　　　　　横山明彦（東京大学）

　　　　　　田中俊彦（山口大学）
　　　　　　田邉　隆（三菱重工業）
　　　　　　玉井伸三（東芝三菱電機産業システム）
　　　　　　玉置　久（神戸大学）
　　　　　　土屋智由（京都大学）
　　　　　　土井美和子（情報通信研究機構）
　　　　　　戸田克敏（東　芝）
　　　　　　富田規嗣（四国電力）
　　　　　　中川聡子（東京都市大学）
　　　　　　永田　武（広島工業大学）
　　　　　　中谷義昭（三菱電機）
　　　　　　中村　正（東　芝）
　　　　　　難波雅之（東京電力）
　　　　　　西田直人（東　芝）
　　　　　　西村荘治（日新電機）
　　　　　　根葉保彦（福岡大学）
　　　　　　野口季彦（静岡大学）
　　　　　　白銀隆之（関西電力）
　　　　　　枦修一郎（東北大学）
　　　　　　長谷川俊行（北陸電力）
　　　　　　林　洋一（青山学院大学）
　　　　　　原　直紀（富士通研究所）
　　　　　　原　亮一（北海道大学）
　　　　　　原口芳徳（テプコカスタマーサービス）
　　　　　　久門尚史（京都大学）
　　　　　　日髙邦彦（東京大学）
　　　　　　平木英治（岡山大学）
　　　　　　福井伸太（東洋大学）
　　　　　　福永　香（情報通信研究機構）
　　　　　　藤島友之（長崎大学）
　　　　　　堀　洋一（東京大学）
　　　　　　前田照彦（東芝産業機器システム）
　　　　　　松木英敏（東北大学）
　　　　　　松村年郎（名古屋大学）
　　　　　　松本佳宣（慶應義塾大学）
　　　　　　真弓明彦（北海道電力）
　　　　　　三浦良隆（関西電力）
　　　　　　三國俊晴（東北電力）
　　　　　　宮崎道雄（関東学院大学）
　　　　　　宮道壽一（元宇都宮大学）
　　　　　　宮本　毅（北陸電力）
　　　　　　向山晋一（古河電気工業）
　　　　　　八坂保弘（日立製作所）
　　　　　　安田恵一郎（首都大学東京）
　　　　　　安野　卓（徳島大学）
　　　　　　山田敏雄（TEPCOネット）
　　　　　　湯本雅恵（東京都市大学）
　　　　　　横山明彦（東京大学）
　　　　　　和田信吾（ダイヘン）
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（2）理事会

　事業維持員代表：礒嶋茂樹（住友電気工業）
　　 同 　：伊藤泰之（三菱電機）
　　　　　　大島　洋（九州電力）
　　　　　　武部俊郎（東京電力）
　　　　　　田中幸二（日立製作所）
　　　　　　田中哲司（明電舎）
　　　　　　土井義宏（関西電力）
　　　　　　戸田克敏（東　芝）
　　　　　　中野春之（東北電力）
　　　　　　松浦昌則（中部電力）
　　　　　　松村基史（富士電機）
　　　　　　向山晋一（古河電気工業）
　役　　員：生駒昌夫（関西電力）
　　 同 　：市川弥生次（中部電力）
　　　　　　井上満夫（三菱電機）
　　　　　　井上喜之（ジェイ・パワーシステムズ）
　　　　　　江口直也（富士電機）
　　　　　　大崎博之（東京大学）
　　　　　　大西公平（慶應義塾大学）
　　　　　　大山　力（横浜国立大学）
　　　　　　酒井祐之（電気学会）
　　　　　　新藤孝敏（電力中央研究所）
　　　　　　西田直人（東　芝）
　　　　　　白銀隆之（関西電力）
　　　　　　吉迫　徹（九州電力）

3．事務局の現況【定款第 44 条】

（1）組織及び要員（平成 27 年 3 月 31 日現在）

（2）組織改編（平成 26 年 11 月 1 日）
　・平成 26 年 11 月，技術者教育課を総務課に統合。
（3）主な人事（H26 .4 . 1 ～ H27 .3 . 31）
　・職員退職　2名

4．会議等に関する事項【定款第 4，6章】

（1）第 102 回通常総会

役職 職員 企業より
出向・派遣

臨時職員・
人材派遣等

合計 備考

事務局長 （1） 0 注 1
事務局長代理 1 1 注 2
総務課（総務） 4（1） 1 5 注 2・3
総務課（技術者教育） 1 1 2
総務課（経理） 3 3
編修出版課（編修） 4 1 5
編修出版課（出版） 2 1 3
事業サービス課 4 2 6 注 4
標準化推進室 1 2 1 4
合計 20 2 7 29
注 1：専務理事が兼務，（　）表示
注 2：事務局長代理と総務課長は兼務，（　）表示
注 3：職員のうち 1名は再雇用者
注 4：臨時職員・人材派遣等 1名は CIGRE事務局へ派遣

開催日 審議 ･承認議案 審議結果
平成 25 年度
第 6回
Ｈ 26 .5 . 8

［Ⅰ号議案］
1． 代表理事および業務執行理事の職務執行状
況報告の実施

2．平成 25 年度事業報告（案）
3．平成 25 年度決算報告（案）
4．公益目的支出計画実施報告
5．平成 26 年度予算（案）
6．第 102 回通常総会次第（案）
7．平成 26 年度への寄付金の受入
8． 受賞者選定規程細目（総務・規程 4─1）の
一部改正

9． 部門共通規程（部門共通・規程 1）の一部
改正

10． 電気学会 CPD 認定技術者制度規程（総
務・規程 1─13）の一部改正

11． 平成 25 年度下期 IEEJ プロフェッショナ
ル候補者の資格認定

12．国際活動委員会委員長の交代
13．E部門年会費免除キャンペーンの実施
14．男女共同参画学協会連絡会からの要望書
15．会員入会の承認
16．電気規格調査会 2号委員の交代等

承認

承認
承認
承認
承認
承認
承認
承認

承認

承認
承認
承認

承認
承認
承認
承認
承認

平成 26 年度
第 1回
Ｈ 26 .5 . 30

［Ⅰ号議案］
1．各理事の職務の選定（定款第 23 条 2 項）
2． 平成 26 年度事業計画（年間スケジュール，
組織図他）

3．東北支部優秀学生賞受賞者の年会費減免
4．電気規格調査会 2号委員の交代

承認
承認

承認
承認

平成 26 年度
第 2回
Ｈ 26 .7 . 25

［Ⅰ号議案］
1． グランドデザインレビューおよび経営企画
委員会の進捗状況

2． OAシステム開発会社の選定および更新方
針

3． 平成 26 年度寄付金を活用した活動活性化
追加事業の申請

4．寄付金の受入
5．出版事業委員会委員の選任
6．電気規格調査会 2号委員の交代等
7．会員入会の承認
8． 編修会議 運営要綱（編修・運要 1）の一部
改正

9． 部門役員候補者選定・選出規程細目（部門
共通・規程 1─3）の一部改正

承認

承認

承認

承認
承認
承認
承認
承認

承認

平成 26 年度
第 3回
Ｈ 26 .10 . 3

［Ⅰ号議案］
1． 代表理事および業務執行理事の職務執行状
況報告の実施

2． 理事会運営方法の見直に伴う規程管理規程
の改正

3．技術者教育課の総務課への統合
4．平成 27 年度 収支予算策定の基本方針
5． 寄付金を活用した活動活性化追加事業の申
請

6． 平成 27 年度年会費請求時に合わせた寄付
金の取扱い  

7．寄付金制度の見直し
8．平成 27 年表彰投票有権者の選定  
9．平成 26 年度上級会員の認定
10． 上級会員制度規程（総務・規程 1─9）の

一部改正
11． 平成 26 年度上期 IEEJ プロフェッショナ

ル候補者の資格認定 

承認

承認

承認
承認
承認

承認

承認
承認
承認
承認

承認

開催日 場所 出席者数 議決事項
H26 .5 . 30 都市センター

ホテル
代議員総数
100 名中 98
名（うち委
任状41名）

報 告事項 1　平成 25 年度事業報
告
第  1 号議案　平成 25 年度決算
報告の件

開催日 場所 出席者数 議決事項
報 告事項 2　公益目的支出計画
実施報告

報 告事項 3　平成 26 年度事業計
画ならびに平成 26 年度収支
予算

第  2 号議案　新任理事および監
事の選任の件

第  3 号議案　名誉員の推薦の件
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（3）理事会承認による規程類の制定・改正・廃止

（4）各種会議 ･委員会等の開催実績

開催日 審議 ･承認議案 審議結果
平成 26 年度
第 2回
Ｈ 26 .7 . 25

（編修 ･運要 1）編修会議運営要綱
（部門共通・規程 1─3）部門役員候補者選定・
選出規程細目

改正
改正

平成 26 年度
第 3回
Ｈ 26 .10 . 3

（総務・規程 2─1）規程類管理規程細目
（総務・規程 1─5）事務局の運営管理規程細目
（総務・規程 1─9）上級会員制度規程

改正
改正
改正

平成 26 年度
第 4回
Ｈ 26 .12 . 5

（総務・規程 10）寄付金使用に関する規程
（総務・規程 10─1）寄付金使用に関する規程
細目
（総務・規程 10─1─1）寄付金に関する申し合わ
せ

改正
改正

廃止

平成 26 年度
第 5回
Ｈ 27 .3 . 6

（総務・規程 4）表彰規程
（規格・規程 1）電気規格調査会規程
（規格・規程 2）電気規格調査会 表彰規程

改正
改正
改正

回数
通 常 総 会 1
理 事 会 6
有 識 者 会 議 1
総 務 会 議 5
技 術 者 教 育 委 員 会 5
J A B E E 部 会 3

    分 野 別 委 員 会 3
C P D 部 会 6

　　電気電子情報系CPD協議会 5
　　日本技術士会との打合せ会 5
教 育 支 援 部 会 3

IEEJプロフェッショナル運営委員会（メール審議） 2

開催日 審議 ･承認議案 審議結果
12．ICEE2016 開催申請
13．電気規格調査会 2号委員の交代
14．会員入会の承認
15．学会所有不動産物件（五反田）について

承認
承認
承認
承認

平成 26 年度
第 4回
Ｈ 26 .12 . 5

［Ⅰ号議案］
1．理事の職務執行状況報告
2．平成 27 年度役員等候補者の選定
3．第 103 回通常総会

4．満期に伴う資金運用（案）の提案
5． 平成 26 年度中間期（9 月末）収支計算書
報告

6．第 8回「でんきの礎」顕彰件名の確定
7． 寄付金使用に関する規程（総務・規程 10）
の一部改正

8．平成 26 年度ご寄付金の取り扱いについて
9．会員入会の承認
10．電気規格調査会 2号委員の交代

承認
承認
承認／
一部了承
承認
承認

承認
承認

承認
承認
承認

平成 26 年度
第 5回
Ｈ 27 .3 . 6

［審議］
1．平成 27 年度事業計画（案）
2．平成 27 年度予算案
3． 平成 27 年度本部・部門・支部役員の投票
結果および本部役員の選出

4．名誉員の推薦
5．平成 26 年フェロー受賞者の決定
6．専務理事の選出
7．表彰規程（総務・規程 4）の一部改正
8．特別専門委員会の設置
9． 電気規格調査会規程（規格・規程 1）の一
部改正

10． 電気規格調査会表彰規程（規格・規程 2）
の一部改正

11．電気規格調査会 2号委員の交代
12．会員入会の承認

承認
承認
承認

承認
承認
承認
承認
承認
承認

承認

承認
承認

広 報 委 員 会 4
フェロー審査委員会（メール審議） 1
上級会員資格審査委員会（メール審議） 1
経 営 企 画 委 員 会 6
会計会議（うちメール審議 1） 5
編 修 会 議 4
　編修委員会（部会などを含む） 24
研究調査会議（うちメール審議 1） 4
全 国 大 会 委 員 会 1

〃　　 小委員会 3
電気システムセキュリティ特別技術委員会 4

表彰委員会（メール審議） 4
　進歩賞小委員会（メール審議） 1
論文・著作賞小委員会（メール審議） 1

顕 彰 委 員 会 1
顕 彰 選 考 小 委 員 会 7

電気広報特別委員会（WG含） 4
でんきの月連絡協議会（メール審議） 4
出 版 事 業 委 員 会 3
教 科書・専門書部会 3
技 術 啓 発 書 部 会 3

倫 理 委 員 会 4
幹　事　会 4

男女共同参画推進委員会 5
国際活動委員会（うちメール審議 1） 4

A 部 門 役 員 会 5
B 部 門 役 員 会 5
C 部 門 役 員 会 5
D 部 門 役 員 会 5
E 部 門 役 員 会 5
A 部 門 編 修 委 員 会 4
B 部 門 編 修 委 員 会 6
C 部 門 編 修 委 員 会 6
D 部門編修広報委員会 4
E 部 門 編 修 委 員 会 6
論 文 委 員 会 24
研 究 調 査 運 営 委 員 会
A 部 門 4
B 部 門 4
C 部 門 5
D 部 門 4
E 部 門 5

技 術 委 員 会
A 部 門 44
B 部 門 40
C 部 門 37
D 部 門 51
E 部 門 11
専 門 委 員 会
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5． 研究発表会・講演会・講習会および見学会の開催
に関する事項【定款第 4条 1号】

（1）全国大会の充実
　 　全国の研究者，技術者の討論の場である平成 27年電
気学会全国大会を東京都市大学で開催し，技術の交流と
発展の場を提供し，昨年を 165名上回る 2 ,912名の参加
者があった。

（2）一般社会向け公開シンポジウム等の実施
　 　「電気エネルギーの未来を考える」をテーマに東京お
よび北九州で開催した。計 2回で延べ 364名の参加があ
った。

（3）総合力を発揮した部門活動の展開
　 　本部・支部と連携しつつ各部門の特徴を生かした活力
ある活動を展開した。

　 　論文誌の発行，研究調査活動，研究会活動，部門大会
の開催などの各事業の推進に際しては，コア技術を生か
しつつ，新規分野の取り込みや他部門・他学協会との連
携強化などの将来展開を考慮した取り組みを実施した。
本部・支部と連携しつつ各部門の特徴を生かした活力あ
る活動を展開した。

・本部・技術委員会等主催の公開技術会合

・全国大会・部門大会等の開催実績

A 部 門 76
B 部 門 124
C 部 門 114
D 部 門 240
E 部 門 17
研 究 会
A 部 門 57
B 部 門 33
C 部 門 54
D 部 門 60
E 部 門 9

合計 1,214 回
　電気規格調査会の会合数は P.16 に別掲

技術会合名 開催場所，
開催期間 主催

電力・エネルギーフォーラム「イッ
トリウム系高温超電導コイル技術の
基礎」

理化学研究所
2014 .6 . 27

超電導機器技術
委員会

産業応用フォーラム「産業応用フォ
ーラム「PMモータドライブの基礎
技術―PMモータのしくみから動か
し方まで―」

東京理科大学
森戸記念館第 2
フォーラム
2014 .7 . 3

自動車技術委員
会

第 19 回知能メカトロニクスワークシ
ョップ

高野山宝城院
2014 .7 . 12-13

知覚情報技術委
員会

第 10 回「日本のライフラインを支え
る電力設備」シンポジウム

北海道大学
2014 .10 . 24

静止器技術委員
会

産業応用フォーラム「高速鉄道技術
に関する国内外の相違と特徴」

交通・電気鉄道
技術委員会
2014 .11 . 7

交通・電気鉄道
技術委員会

産業応用フォーラム「自動車用スマ
ート電力マネジメント技術」　

機械振興会館
2014 .11 . 13

自動車技術委員
会

産業応用フォーラム「四肢の運動を
支援する医療・介護機器の技術動向」

大宮ソニックシ
ティ
2014 .11 . 18

メカトロニクス
技術委員会

電力・エネルギーフォーラム「電磁
界解析高度利用技術」

早稲田大学
2014 .11 . 18

静止器技術委員
会

ACIS2014, The 3rd Asian Conference 
on Information Systems

Nha Trang, 
Vietnam
2014 .12 . 1-3

情報システム技
術委員会

産業応用フォーラム「高速道路にお
ける交通管制システムのあり方」

電気学会
2014 .12 . 3

ITS 技術委員会

産業応用フォーラム「診断・監視・
制御セキュリティ―共通基盤の体系
化へ向けて―」

電気学会
2014 .12 . 4

産業計測制御技
術委員会

産業応用フォーラム「第 24 回電磁界
数値解析に関するセミナー」

同志社大学
東京オフィース
2014 .12 . 11

回転機技術委員
会

産業応用フォーラム 「次世代配電系
統（スマートグリッド）に適用され
るパワーエレクトロニクス技術」

電気学会
2014 .12 . 19

半導体電力変換
技術委員会

産業応用フォーラム 初心者向け技術
講習会「PMモータドライブの基礎
技術―PMモータのしくみから動か
し方まで―」

アクトシティー
浜松　コングレ
スセンター
2015 .1 . 26

自動車技術委員
会

電力・エネルギーフォーラム「真空
遮断器・開閉器の技術動向／遮断器
の性能評価技術に関する最近の国内
外動向」

東京トラック事
業健保会館
2015 .2 . 2

開閉保護技術委
員会

産業応用フォーラム「直流機におけ
る技術継承支援のサステナブル技術」

電気学会
2015 .2 . 13

回転機技術委員
会

産業応用フォーラム 「スマートグリ
ッドにおける需要家施設サービス ･
インフラ技術」

電気学会
2015 .2 . 25

スマートファシ
リティ技術委員
会

電力・エネルギーフォーラム「電力
系統安定化技術」

東京トラック事
業健保会館
2015 .2 . 26

保護リレーシス
テム技術委員会

産業応用フォーラム「家庭等におけ
る情報通信機器・システムのエネル
ギー技術動向」

電気学会
2015 .3 . 2

家電・民生技術
委員会

産業応用フォーラム「2030 年のアク
チュエータはこれだ！新原理駆動と
多自由度化による革新コア技術の横
断的評価と将来展望」

東京工業大学
すずかけ台キャ
ンパス
2015 .3 . 5

リニアドライブ
技術委員会

産業応用フォーラム「直流機におけ
る技術継承支援のサステナブル技術」

中央電気倶楽部
2015 .3 . 6

回転機技術委員
会

産業応用フォーラム「環境調和型磁
気支持応用技術の動向」

鉄道総合技術研
究所　国立研究
所 2015 .3 . 6

リニアドライブ
技術委員会

IEEJ International Workshop on 
Sensing, Actuation, and Motion 
Control

名古屋工業大学
2015 .3 . 9-10

産業応用部門

技術会合名 開催場所，
開催期間 主催

電気エネルギーの未来を考える 星陵會館ホール
2015 .1 . 30

電気学会

電気エネルギーの未来を考える 北九州AIM3F
2015 .2 . 18

電気学会

第 18 回アナログVLSI シンポジウム 東京工業大学
大岡山キャンパス
2014 .4 . 22

電子回路研究専
門委員会

産業応用フォーラム「公共施設にお
ける低頻度・大規模災害に関するリ
スク・マネジメント」

ルーテル市ヶ谷
センター
2014 .5 . 13

公共施設技術委
員会

International Power Electronics 
Conference

広島国際会議場
2014.5.18-21

産業応用部門

電力・エネルギーフォーラム「避雷
器の技術進歩とその適用状況」

電気学会
2014 .5 . 26

開閉保護技術委
員会

7th International Symposium on 
Electrical Insulating Materials

朱鷺メッセ
2014 .6 . 1-5

誘電・絶縁材料
技術委員会

第 43 回 EMシンポジウム 東京理科大学
森戸記念館
2014 .6 . 5-6

電子回路技術委
員会

大会名 開催場所 発表件数
全国大会 東京都市大学

2015 .3 . 24 ～ 26
一般講演：1,225 件
シンポジウム：181 件
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6．会誌および図書の発行に関する事項【定款第4条 2号】

（1）電気学会誌の更なる充実
　 　広範囲な分野から分かりやすく，読みやすい記事の企
画・掲載を行うことをこころがけ，「特集」の企画を担
当する部会には各部門から委員を選出して，幅広い分野
への対応を図った。また，学会誌の将来像の検討を開始
し，サービス改善のひとつとして，学生など若い会員向
けに，気軽に読めるページの企画を試験的に開始した。

（2）論文誌のさらなる充実
　 　論文誌の「新 電子投稿・査読システム」は順調に稼
働しており，投稿論文データベースが学会全体で一元化
され，操作性や利便性などが向上している。論文の受付
から掲載決定までの所要月数は，全論文誌平均で 5.9 か
月となり，前年度と同じであった。

（3）世界に向けて情報発信する体制の構築
　 　共通英文論文誌（TEEE）は隔月で年 6回発行したほ
か，平成 26 年 10 月に増刊号を発行し，掲載までの期間
短縮を図った。また至近年度の IF（インパクトファク
ター）は 0.32 ～ 0 .34 程度で推移しており，数値向上の
ための効果的な方策として，引用回数を増やすため，平
成 28 年度から著名人の解説論文を掲載することを決定
した。
　 　平成 24年 7月に創刊した英文論文誌D（IEEJ Journal 
of Industry Applications）を，引き続き隔月で発行し
た。電子ジャーナルはオープンアクセスとしている。

（4）会誌等の発行実績
1）学会誌
①発行内容
　総ページ数，発行部数は次表のようになり，前年度差で
2ページ減，10 ,420 部減となった。

②掲載種別とページ数

巻・号（＝月）
ページ数

発行部数
本文 広告 計

134 .4 70　 8　 78 22 ,390
134 .5 65　 5　 70 22 ,640
134 .6 73 . 5 6 . 5 80 22 ,140
134 .7 136 .5 7 . 5 144 21 ,640
134 .8 70　 10　 80 21 ,540
134 .9 66　 8　 74 21 ,430
134 .10 70　 6　 76 21 ,380
134 .11 69　 9　 78 21 ,380
134 .12 64 .5 5 . 5 70 21 ,580
135 .1 61 . 5 10 . 5 72 21 ,680
135 .2 69 . 5 4 . 5 74 21 ,880
135 .3 67　 7　 74 21 ,830
合計 882 .5 87 .5 970 261 ,510

＊発行日は毎月 1日

（4）総合力を発揮した支部活動の展開
　 　本部・部門と連携しつつ地域に密着した事業を展開
し，技術交流や技術研鑽の場の提供を通じ会員サービス
に努め，併せて会員増加を図った。

　 　小中学生を対象とした理科教育への協力，講演会，講
習会，見学会，部門主催研究会への共催のほか，大学に
おける講義（冠講座など），高校生懸賞論文コンテス
ト，優秀卒業者表彰なども実施。これらの諸活動におい
ては IEEJ プロフェッショナルの協力も得た。

・支部活動の開催実績

・支部連合大会等の開催実績

支部
項目 北海道 東北 東京 東海 北陸 関西 中国 四国 九州 計

連合大会・
カンファレ
ンス関係

1 1 1 1 1 1 1 1 1 9

講演会関係 3 31 18 8 7 20 14 6 9 116
講習会関係 5 1 3 2 1 5 7 4 0 28
見学会関係 4 2 25 5 1 4 4 2 2 49
発表会関係 2 1 10 1 2 1 1 1 2 21
その他 1 4 39 17 3 9 8 1 11 93

計 16 40 96 34 15 40 35 15 25 316

大会名 開催場所 発表件数
北海道支部連合大会 北海道科学大学

2014 .10 . 25 ～ 26
一般講演：165 件
特別講演：1件

東北支部連合大会 山形大学
2014 .8 . 21 ～ 22

一般講演：260 件
特別講演：1件

東京支部カンファレン
ス

工学院大学
2014 .9 . 1

学生研究発表会：100
件
交流セミナー講演：3件
特別講演：1件

東海支部連合大会 中京大学
2014 .9 . 8 ～ 9

一般講演：563 件
合同企画シンポジウ
ム：1件
シンポジウム：1件
特別講演：1件

北陸支部連合大会 富山高等専門学校
2014 .9 . 11 ～ 12

一般講演：235 件
招待講演者数：8件
特別講演：1件

関西支部連合大会 奈良先端科学技術大学
院大学
2014 .11 . 23 ～ 24

一般講演：231 件
ポスターシンポジウ
ム：24 件
特別講演：2件
パネルディスカッショ
ン：1件

中国支部連合大会 福山大学
2014 .10 . 25

一般講演：267 件
特別講演：1件

四国支部連合大会 徳島大学
2014 .9 . 13

一般講演：346 件

九州支部連合大会 鹿児島大学 
2014 .9 . 18 ～ 19

一般講演：528 件
招待講演：1件
特別講演：1件
企業講演：7件

大会名 開催場所 発表件数
A部門（基礎・材料・
共通部門）大会

信州大学
2014 .8 . 21 ～ 22

157 件

B部門（電力・エネル
ギー部門）大会

同志社大学
2014 .9 . 10 ～ 12

363 件

C部門（電子・情報・
システム部門）大会

島根大学
2014 .9 . 3 ～ 6

465 件

D 部門（産業応用部
門）大会

東京電機大学
2014 .8 . 26 ～ 28

475 件

E部門（センサ ･マイ
クロマシン部門）大会

くにびきメッセ
2014 .10 . 20 ～ 22

200 件

掲載種別 ページ数
巻頭，随想，論説  12
講　演   6
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2）論文誌（部門誌）
①発行内容
　論文誌A～ Eの総ページ数は 6,008 ページとなり，前
年度差で 1,005 ページ減となった。

3） 共 通 英 文 論 文 誌（TEEE: IEEJ Transactions on 
Electrical and Electronic Engineering）
　アメリカの John Wiley & Sons 社から冊子と電子ジャー
ナル版で出版している。TEEE の総ページ数は 784 ペー
ジとなり，前年度差で 1ページ増となった。

（5）時代の動向や社会のニーズをとらえた出版推進
　 　電気技術の進展に合わせて既刊教科書の改訂版・続編
の発行し，社会的関心の高い「スマートグリッドを支え
る電力システム技術」，「事例で学ぶ技術者倫理」などの
専門書を発行した。また，技術報告は 33 点を発行した。

種別
部門誌名

論文・レター 解説・その他
ページ数

合計
ページ数ページ数 件　数

論文誌A 675 119 83 758
論文誌 B 867 107 240 1 ,107
論文誌 C 1,785 250 191 1 ,976
論文誌D 995 129 226 1 ,221

英文論文誌D 384 48 26 410
論文誌 E 385 66 151 536
合　計 5,091 719 917 6 ,008

Vol.・No． ページ数
9・3（ 5月号） 114
9・4（ 7 月号） 116
9・5（ 9 月号） 118
9・S1（増刊号） 75
9・6（11 月号） 126
10・1（ 1 月号） 117
10・2（ 3 月号） 118

合計 784

1）教科書などの発行　合計 28 点，37 ,440 部
①新刊 3点，7,000 部
・教科書：2点，4,000 部

・専門工学書：1点，3 ,000部

②重版：24 点，30 ,400 部
・教科書：21 点，28 ,100 部

・専門工学書：2点，800 部

・技術啓発書：1点，500 部

・その他：1点，1,000 部

③電子化 1点，40 部
・教科書：1点，40 部

2）技術報告の発行
新刊 33 点，7,976 部

№ 書　　名 発行日 発行部数
1 応用電子回路工学 H26 .6 . 25 2 , 000
2 パワースイッチング工学（改訂版） H26 .9 . 25 2 , 000

計 4 ,000

№ 書　　名 発行日 発行部数
1 事例で学ぶ技術者倫理 H26 .9 . 25 3 , 000

計 3 ,000

№ 書　　名 発行日 発行部数
1 電力系統安定化システム工学（2刷り） H26 .4 . 5 300
2 電力系統安定化システム工学（3刷り） H27 .2 . 10 500

計 800

№ 書　　名 発行日 発行部数

1 基礎からの技術者倫理
─わざを生かす眼と心─ H26 .9 . 25 500

計 500

№ 書　　名 発行日 発行部数
1 技術者倫理事例集 H27 .2 . 25 1 , 000

計 1 ,000

№ 書　　名 発行日 発行部数
1 基礎電磁気学（電子版） H26 .6 . 20 40

計 40

掲載種別 ページ数
特　集 252
解　説  48
取　材  48
技術探索  44
座談会   0
学生のページ  50
支部のページ  24
その他，トピックスなど   8
技術レポート   1
学会だより  94
電気規格調査会だより   6
技術報告要旨  14
論文誌目次  38 .5
会員の声   0 .5
編集後記・委員会リスト  12
表　紙  12
目次  26
その他，奥付など  40 .5
会告 146
広告  87 .5
合計 970

№ 書　　名 発行日 発行部数
1 電気磁気学問題演習詳解 H26 .5 . 20 700
2 電気電子計測の基礎 H26 .5 . 20 700
3 基礎からわかる電磁気学例題演習　Ⅰ H26 .5 . 20 500
4 電気機器工学　Ⅰ（改訂版） H26 .5 . 30 800
5 高電圧大電流工学 H26 .8 . 11 100

6 電機設計概論（4版改訂）
─設計基礎から製図の基本まで─ H26 .8 . 25 800

7 基礎電気機器学 H26 .9 . 30 1 , 000
8 送配電工学（改訂版） H26 .9 . 30 1 , 000
9 電気磁気学（3版改訂） H26 .10 . 10 2 , 500
10 電気機械工学（改） H26 .11 . 5 1 , 000
11 基礎からの交流理論 H26 .11 . 5 2 , 000
12 高電圧工学（3版改訂） H26 .11 . 5 1 , 000
13 電気回路論問題演習詳解 H26 .11 . 5 1 , 000
14 基礎電磁気学（改訂版） H26 .11 . 5 2 , 000
15 電気回路論（3版改訂） H27 .1 . 15 3 , 000
16 電気電子材料─基礎から試験法まで─ H27 .1 . 15 1 , 000
17 電子物性基礎 H27 .1 . 15 1 , 000
18 回路理論基礎 H27 .1 . 15 2 , 000
19 送電・配電（改訂版） H27 .1 . 30 2 , 000
20 発変電工学総論 H27 .2 . 15 1 , 000
21 発電・変電（改訂版） H27 .3 . 5 3 , 000

計 28 ,100
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3）技術報告単行本の発行
新刊 2点，3,000 部

4）電気規格調査会標準規格の発行
新刊 3点，2,400 部

（6） 電気エネルギーに関する一般向け技術啓発書企画発行
WG

　 　社会一般向けの電気に関する分かりやすい情報提供の
ため，一昨年設置された電気広報特別委員会との連携
WGにて，発行のための原稿の具体的検討を引き続き行
った。

7．調査・研究の実施に関する事項【定款第 4条 3号】

（1）特別技術委員会の活動
　 　「特別技術委員会」制度は電気学会のもつ広範囲な技
術部門を連携し，部門横断あるいは分野横断的な研究調
査活動の推進のため平成 23年度に創設し，将来の安全
安心スマート社会を実現するための電気システムのセキ
ュリティを検討するため「電気システムセキュリティ特
別技術委員会」が発足した。平成 26年度においては，
「スマートグリッドにおける電磁的セキュリティ特別調
査専門委員会」，「Cyber Physical Systems Security　特
別調査専門委員会」，「スマートグリッドのスマートファ
シリティ内における EMC環境特別調査専門委員会」，
「社会インフラ用センサシステムセキュリティ特別調査
専門委員会」の 4専門委員会を新設し，種々の活動を開
始した。

（2）特別研究グループの活動
　 　スマートコミュニティ実現検討特別研究グループにお
いては，平成 24年 4月から活動を開始し，次世代エネ
ルギーシステム構築についての広範な調査活動を行って

№ JEC№ 制定・改訂年 規格名 発行日 発行部数

1 JEC-5203 2013 制定
エポキシ樹脂ブ
ッシング（屋内
用）

H26 .5 . 7 800 

2 JEC-2440 2013 制定 自励半導体電力
変換装置 H26 .5 . 7 800 

3 JEC-2390 2013 制定 開閉保護装置一
般要求事項 H26 .8 . 1 800 

計 2 ,400 

A 部門：7点，1,099 部

B部門：8点，3,212 部

C部門：3点，470 部

D部門：15 点，3,195 部

№ 号数 部門 書　　名 発行日 発行部数

1 1306 B 避雷器の技術進歩とその適用
状況 H26 .4 . 30 161 

2 1308 B 先進放射線利用技術 H26 .5 . 30 159 

3 1312 B 遮断器の性能評価技術に関す
る最近の国内外動向 H26 .7 . 15 152 

4 1317 B 電磁界解析高度利用技術 H26 .9 . 10 173 

5 1320 B 電力用コンデンサと電力品質
改善技術 H26 .10 . 10 147 

6 1329 B 給電運用と気象情報 H26 .12 . 15 760 

7 1331 B 保護リレーの方式・運用の現
状と海外技術動向 H27 .1 . 20 1 , 500 

8 1335 B 雷性状を考慮した風力発電設
備の耐雷技術 H27 .2 . 25 160 

計 3 ,212 

№ 号数 部門 書　　名 発行日 発行部数

1 1311 C
生産スケジューリングシステ
ム導入ガイド～失敗しないシ
ステム開発のために～

H26 .6 . 30 149 

2 1316 C 再生可能エネルギー出力変動
特性と予測 H26 .8 . 20 158 

3 1328 C バイオメディカル・フォトニ
クス応用技術２ H27 .1 . 15 163 

計 470 

№ 号数 部門 書　　名 発行日 発行部数

1 1304 A ナノスケール磁性材料の新機
能性─作製・評価・応用─ H26 .4 . 25 180 

2 1309 A 生体を含む電磁界解析技術 H26 .5 . 30 150 

3 1313 A 高周波マイクロ磁気応用技術
の最新動向 H26 .7 . 25 157 

4 1315 A 自然災害軽減のための早期警
戒システムと電磁界技術 H26 .8 . 20 160 

5 1318 A
有機誘電体・導電性電気電子
材料研究の最前線とアジア諸
国との交流

H26 .9 . 25 149 

6 1324 A リソグラフィ次世代技術の動
向 H26 .11 . 25 145 

7 1325 A 屋外用ポリマー絶縁材料の表
面機能と長期性能 H26 .12 . 10 158 

計 1 ,099 

№ 号数 部門 書　　名 発行日 発行部数
1 1303 D 国内外における高速鉄道技術 H26 .4 . 9 168 

2 1305 D
磁性材料の進歩とリラクタン
ストルク応用電動機の高性能
化

H26 .4 . 30 171 

3 1307 D 鉄道車両駆動における蓄電装
置応用技術 H26 .5 . 30 156 

4 1310 D ITS とセンシング H26 .6 . 30 161 

5 1314 D ビル・工場電気設備の安全・
安心環境構築 H26 .7 . 30 139 

6 1319 D
次世代配電系統（スマートグ
リッド）に適用されるパワー
エレクトロニクス技術

H26 .9 . 25 155 

7 1321 D 小形モータの高機能化技術 H26 .10 . 20 159 

8 1322 D 自動車用スマート電力マネジ
メント技術 H26 .10 . 30 165 

9 1323 D 製品応用に適するモータとそ
の制御技術 H26 .11 . 20 155 

10 1326 D 可変速交流ドライブ技術の到
達点と課題 H26 .12 . 25 159 

11 1327 D
道路交通情報サービスの信頼
性・安全性向上についての調
査・検討

H26 .12 . 25 168 

12 1330 D 直流機における技術継承支援
のサステナブル技術 H27 .1 . 20 960 

№ 号数 部門 書　　名 発行日 発行部数

13 1332 D
スマートグリッドにおける需
要家施設のサービス・インフ
ラ

H27 .1 . 30 169 

14 1333 D
家庭等における情報通信機
器・システムのエネルギー技
術動向

H27 .2 . 25 152 

15 1334 D 環境調和型磁気支持応用技術
の体系化 H27 .2 . 25 158 

計 3 ,195 

No . 部門 書　　名 発行日 発行部数 出版社

1 A
ナノテク材料 - ポリマーナ
ノコンポジット絶縁材料の
世界 -

H26 .8 . 25 1 , 500 電気学会

2 B スマートグリッドを支える
電力システム技術 H26 .12 . 5 1 , 500 電気学会

計 3,000 　
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きたが，その成果報告として平成 27年電気学会全国大
会において，シンポジウム形式で，「スマートコミュニ
ティのモデリングと将来展望」を開催した。

（3）「男女共同参画推進委員会」の活動推進
　 　男女共同参画学協会連絡会に参加するとともに，他学
協会との連携活動や社会啓発活動として，「女子中高生
夏の学校 2014」へ参加し，女子中高生向けに電気工学
の楽しさを工作や実験を通して紹介した。また，全国大
会にてシンポジウム「5年後の私，10年後の私～若手エ
ンジニアたちが語り合う，学生時代，今，そして未来
～」を開催した。

（4）研究会論文投稿システムの機能拡大
　 　現在運用している研究会論文投稿システムに新たに英
文ページを開設し，日本国外あるいは外国人からの投稿
がしやすい環境を整えた。

（5）研究調査活動のための委員会等
1）各種委員会

【新設した専門委員会】
〔A部門〕
アジア地区における有機誘電性・機能性電気電子材料の
次世代エレクトロニクスへの応用に関する調査専門委員
会
先進ナノ構造制御と高性能有機デバイス・ライフサイエ
ンス応用調査専門委員会
放電・プラズマ気相シミュレーション技法調査専門委員
会
過渡電磁界の電子機器及び通信に対する障害調査専門委
員会
スマートグリッド・コミュニティのEMC問題調査専門
委員会
電力系統解析技術の歴史調査専門委員会
リソグラフィ将来技術調査専門委員会
次世代スマートデバイス構築のための高周波磁気調査専
門委員会
フォト・マグノニクス技術調査専門委員会
電力用磁性材料の高度活用技術調査専門委員会

〔B部門〕
世界の強磁場実験設備の動向と研究の進展調査専門委員
会
配電用絶縁電線・ケーブルにおける診断・評価手法の実
態と課題調査専門委員会
風力発電システムの雷リスクマネジメント技術調査専門
委員会

部　　門 新　　設 解　　散 継 続 中
A部門 10 6 12
B 部門 14 13 12
C 部門 23 17 18
D 部門 20 23 17
E 部門 3 1 4
合　計 70 60 63

雷リスク評価に基づく電力設備・ICT 機器の絶縁・
EMC設計調査専門委員会
原子力・放射線の知識と防護技術の普及とその手法の開
発に関する技術調査専門委員会
核融合炉プラント・制御技術調査専門委員会
次世代電気エネルギーシステムにおける要素技術と発
電・給配電技術の高機能化協同研究委員会
電力需給解析モデル標準化調査専門委員会
系統運用者から見た電力設備の運用限度調査専門委員会
電力系統における蓄電池利用・制御技術調査専門委員会
変圧器国内外規格の動向と比較調査専門委員会
次世代電力システムに向けたガス絶縁開閉装置へ要求さ
れる技術動向調査専門委員会
中電圧スイッチギヤの対応規格と技術動向 -2002 年以降
の動向 - 調査専門委員会
遮断器の設置環境適応技術と環境負荷低減技術調査専門
委員会

〔C部門〕
データに基づく性能指向型制御システム調査専門委員会
人間がもつ技能データの計測・解析および制御技術への
活用に関する調査専門委員会
制御工学分野における信号処理技術の応用展開調査専門
委員会
アナログ電子回路の先進的設計技術調査専門委員会
高周波集積回路の新分野展開と対応技術調査専門委員会
シリコンならびに新材料パワーデバイス・パワー IC 技
術調査専門委員会
電磁波応用の新展開を加速する革新技術調査専門委員会
フレキシブルなエネルギー・情報デバイス関連技術に関
する調査専門委員会
第Ⅱ期サービスイノベーション調査専門委員会
ITシステム管理技術向上のための情報セキュリティ心
理学調査専門委員会
神経工学に関連する各種要素技術調査専門委員会
エネルギー分野に関わるビッグデータならびにその利用
技術調査専門委員会
持続可能な社会と先端技術を支えるレーザプロセシング
技術調査専門委員会
特殊光波・量子発生および利用技術調査専門委員会
量子・情報・エレクトロニクス医療応用協同研究委員会
触覚提示デバイスの高度化協同研究委員会
知覚情報センシングおよび融合化技術の実利用化協同研
究委員会
波動の横断的センシング技術協同研究委員会
確率的最適化手法の理論的拡張と応用技術調査専門委員
会
医療福祉研究実用化システム構築調査専門委員会
学習アルゴリズムの高度化を指向した機械学習技術協同
研究委員会
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大規模・複雑システムを対象とした機械学習応用技術協
同研究委員会
省エネルギー都市の設計・評価に向けたマルチエージェ
ント・シミュレーションと全体最適化技法協同研究委員
会

〔D部門〕
診断・監視技術の共通基盤に関する協同研究委員会
Okinawa 型ロボット・サスティナブルシステム協同研
究委員会
G空間社会における測位技術融合システム協同研究委員
会
磁気浮上技術調査専門委員会
精密サーボシステムの多様性探求調査専門委員会
実世界ハプティクスの高度化に関する協同研究委員会
モーションコントロールの高機能化に関する協同研究委
員会
上下水道施設における ICT 活用に関する技術調査専門
委員会
用途指向形次世代モータと支援要素技術調査専門委員会
スマートグリッドに関する電気事業者・需要家間サービ
ス基盤技術調査専門委員会
需要設備の品質向上と保全高度化に向けた安全安心技術
調査専門委員会
BACS/BEMS におけるオープンなインターオペラビリ
ティの構築協同研究委員会
次世代パワーデバイスを使用したパワーエレクトロニク
ス機器におけるEMC抑制対策技術協同研究委員会
産業分野におけるパワーエレクトロニクス技術開発動向
の調査特別専門委員会
新材料パワー半導体の変換器応用に関する技術協同研究
委員会
鉄道電気利用における省エネルギー・新エネルギー技術
の効果の検証調査専門委員会
自動車用電源システムとその活用調査専門委員会
移動体エネルギーストレージシステムの適用調査専門委
員会
自動車用パワーエレクトロニクスの新展開調査専門委員
会
移動体用電動力応用の総合技術調査専門委員会

〔E部門〕
マイクロ・ナノ医療デバイス調査専門委員会
材料から革新するバイオマイクロシステム調査専門委員
会
ナノスケール現象のMEMS応用に関する調査専門委員
会

【解散した専門委員会】
〔A部門〕
スマートグリッドにおける計量トレーサビリティ―調査

専門委員会
磁気を用いた新たなる診断・治療機器創出のための技術
調査専門委員会
高効率エネルギー変換のための磁気応用技術調査専門委
員会
超大電力パルス技術の現状と展望調査専門委員会
電気推進ロケットエンジンの推進性能と内部プラズマ物
理現象に関する調査専門委員会
液界面プラズマの実験・計算モデル標準化調査専門委員
会

〔B部門〕
イットリウム系高温超電導コイル化技術調査専門委員会
医療・バイオ・環境分野における磁気力制御技術協同研
究委員会
電線・ケーブルのリサイクルの現状と技術動向調査専門
委員会
ポリマーがいし・がい管の適用技術課題調査専門委員会
福島事故後のヒューマンマシンインタフェース技術を含
む電気・計装・制御システムの技術調査専門委員会
核融合炉用大電力設備技術調査専門委員会
水力発電機器の設計技術の動向調査専門委員会
保護リレーの方式・運用の現状と海外技術動向調査専門
委員会
給電運用と気象情報調査専門委員会
不確実性を有する需給変動に係わる時系列データの解析
技術調査専門委員会
変圧器解析における高度利用技術調査専門委員会
系統における開閉現象と高圧遮断器の開閉責務調査専門
委員会
ポリマー形避雷器評価技術の進歩と規格改訂の動向調査
専門委員会

〔C部門〕
第 2次M2M技術調査専門委員会
データに基づく適応型スマートシステム調査専門委員会
マイクロ EMデバイス・システムと IC の融合化技術調
査専門委員会
小型・薄型機能融合回路実装技術調査専門委員会
革新的電磁波利用とその応用展開調査専門委員会
フレキシブルフィルムデバイスのための材料・プロセス
と評価技術に関する調査専門委員会
ビッグデータ活用技術調査専門委員会
観光情報システム構築・活用技術調査専門委員会
看護支援技術調査専門委員会
エネルギー計測・データ活用技術調査専門委員会
レアメタル資源制約を踏まえた次世代型エネルギー技術
調査専門委員会
レジリエントエネルギーシステム協同研究委員会
サステナブル・先端応用へ向けたレーザプロセシング技
術調査専門委員会
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インバータ駆動モータコイルの絶縁評価法調査専門委員
会
技術伝承を目的とした電力設備の絶縁診断技術調査専門
委員会
絶縁性液体の電気的・化学的挙動と製品適用技術調査専
門委員会
電磁界の人体防護に関わる評価技術動向調査専門委員会
電磁界の健康リスク分析調査専門委員会
電磁界を用いた自然災害軽減のための観測・予測・解析
技術調査専門委員会
光エネルギー応用技術調査専門委員会
永久磁石における最先端研究と応用動向調査専門委員会
ナノスケール磁性体の新物性と新機能性の応用調査専門
委員会
磁気センサの高機能化と応用調査専門委員会
位相エンジニアリングに基づく低温エレクトロニクス調
査専門委員会

〔B部門〕
超電導磁気分離システムを利用した除染技術調査専門委
員会
国内外の架空送電線用電線及び電線付属品の技術動向調
査専門委員会
再生可能エネルギー社会における燃料電池技術調査専門
委員会
太陽光発電の系統との相互協調技術調査専門委員会
風力発電の大量導入技術調査専門委員会
高効率MHD発電と応用に関する調査専門委員会
電磁界計測による雷放電特性調査専門委員会
分散電源連系配電系統における雷サージ調査専門委員会
電力系統用新方式自励交直変換器調査専門委員会
大電流高エネルギー技術の基礎と応用調査専門委員会
先進電磁界解析による設計高度化技術調査専門委員会
電力用コンデンサと電圧維持に関する調査専門委員会

〔C部門〕
高機能 PID 制御とそのビジネス環境に関する調査専門
委員会
安全制御・故障診断系設計調査専門委員会
人と機械をつなぐ情報・制御技術調査専門委員会
制御工学・制御技術教育の方法および評価に関する協同
研究委員会
第 2次・電子回路の教育プログラム調査専門委員会
光領域および精密周波数発生の回路技術調査専門委員会
システム LSI におけるディジタル雑音の伝搬メカニズ
ム調査専門委員会
非線形電子回路の集積化技術調査専門委員会
電子回路研究専門委員会
ナノエレクトロニクス集積化・応用技術調査専門委員会
次世代化合物電子デバイスとその応用調査専門委員会
次世代インタラクティブディスプレイ協同研究委員会

量子ビームによるナノバイオサイエンス技術調査専門委
員会
触覚デバイスの高度化協同研究委員会
人間モニタリング技術の社会実装化協同研究委員会
システムのモデリングとシミュレーション応用技術協同
研究委員会

〔D部門〕
産業応用のためのシステム最適化とベンチマーク問題調
査専門委員会
実世界ハプティクス協同研究委員会
ナノスケールサーボのための革新的な制御技術協同研究
委員会
新産業基盤技術としてのモーションコントロールに関す
る協同研究委員会
次世代産業技術の動向調査協同研究委員会
Okinawa 型サスティナブルシステム協同研究委員会
人間の豊かな活動支援技術の実現化協同研究委員会
G空間社会における複合測位技術協同研究委員会
環境調和型磁気支持応用技術の体系化調査専門委員会
多自由度新世代アクチュエータの性能評価調査専門委員
会
産業用リニアドライブ技術の応用展開調査専門委員会
ユーザから見たACモータドライブ適用動向調査専門委
員会
次世代ビル電気設備の安全・安心テクノロジー調査専門
委員会
建築施設監視制御工学の確立協同研究委員会
スマートグリッドにおける需要家施設サービス・インフ
ラ調査専門委員会
用途指向形次世代モータ調査専門委員会
サービスロボット用小形モータ技術調査専門委員会
再生可能エネルギーシステムにおける発電機技術の現状
と将来動向調査専門委員会
パワーエレクトロニクスシミュレーションのための標準
モデル開発協同研究委員会
若手パワーエレクトロニクス技術者育成に関する協同研
究委員会
パワーエレクトロニクスの発達史と将来展望協同研究委
員会
減圧トンネル利用高速鉄道の駆動・制御システムに関す
る調査専門委員会
自動車用モータの技術動向調査専門委員会

〔E部門〕
嗅覚インターフェイス調査専門委員会

【継続中の専門委員会】
〔A部門〕
電力機器の革新的診断技術の現状と将来展望調査専門委
員会
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大規模・不完全データマイニング技術協同研究委員会
再生可能エネルギー出力予測とその利用技術調査専門委
員会
ナノメディシンに向けた光・量子ビーム応用技術調査専
門委員会
パワー光源とその応用技術調査専門委員会
バイオメディカル・オプティクス応用技術協同研究委員
会
スマートビジョンの適用範囲拡大協同研究委員会

〔D部門〕
家庭等におけるエネルギー高度利用化技術動向調査専門
委員会
高度センサ応用による環境・機械・生体の計測制御技術
創生に関する協同研究委員会
先端制御技術の産業応用に関する協同研究委員会
企業と教育の現場における技術継承と訓練システム協同
研究委員会
非整備環境現場に駆動されたパターン認識技術協同研究
委員会
高速道路交通管制における ICT の利活用に関する調査
専門委員会
電磁アクチュエータシステムのための磁性材料とその評
価技術調査専門委員会
センサレスベクトル制御の整理に関する調査専門委員会
生体運動制御協同研究委員会
上下水道施設におけるセキュリティー技術の現状と課題
調査専門委員会
直流機技術継承支援体制のグローバル化調査専門委員会
回転機電磁界解析に関する高度先端技術調査専門委員会
機械技術と融合・進化するパワーエレクトロニクスシス
テムインテグレーション技術調査専門委員会
交流電源にインタフェースされるパワーエレクトロニク
ス回路技術調査専門委員会
マルチレベル電力変換技術調査専門委員会
ワイヤレス電力伝送システムにおける電力変換技術協同
研究委員会
鉄道信号・通信設備接地基準検討協同研究委員会

〔E部門〕
統合化バイオサーキット技術調査専門委員会
環境・福祉分野におけるスマートセンシング調査専門委
員会
メタマテリアル・プラズモニクスの光・電子デバイス応
用調査専門委員会
人センシング及び生体情報に関する調査専門委員会

2）研究会

8．標準の制定に関する事項【定款第 4条 3号】

　平成 26 年度電気規格調査会（以下 JECと称する）は，
電気機械器具および材料などの標準化に関する事項を調査
審議し，電気分野における標準化活動を通して，広く社会
に貢献することを目的として，下記に重点を置き活動を推
進した。
　　1． 電気規格調査会（JEC）規格の制定・改正および

普及
　　2．国際電気標準会議（IEC）規格に係わる審議

NO 研究会名 略号 開催数 発表論文数 資料予約者数
1

Ａ　

部　

門

教育フロンティア FIE 3 36 29
2 電磁界理論 EMT 4 165 72
3 プラズマ PST 3 94 40
4 電磁環境 EMC 4 53 48
5 パルスパワー PPT 2 64 30
6 放電 E D 6 148 81
7 光応用・視覚 LAV 3 20 39
8 計測 I M 7 67 52
9 誘電・絶縁材料 DEI 7 77 113
10 金属・セラミックス M C 1 15 36
11 マグネティックス MAG 14 222 122
12 電気技術史 HEE 3 19 54

小計 57 980 716
13

Ｂ　

部　

門

静止器 S A 5 105 86
14 開閉保護 S P 3 68 61
15 新エネルギ -・環境 FTE 4 50 76
16 原子力 N E 0 0 27
17 電線・ケ－ブル EWC 4 35 65
18 電力技術 P E 4 191 93
19 高電圧 H V 5 118 85
20 超電導応用電力機器 ASC 2 16 47
21 保護リレ - システム PPR 2 36 74
22 電力系統技術 PSE 4 206 65

小計 33 825 679
23

Ｃ　

部　

門

電子材料 EFM 0 0 42
24 電子デバイス EDD 4 85 57
25 光・量子デバイス OQD 8 50 34
26 電子回路 ECT 7 101 81
27 情報処理 I P 0 0 44
28 通信 CMN 4 64 50
29 情報システム I S 4 48 30
30 医用・生体工学 MBE 4 74 34
31 メタボリズム社会・環境システム MES 1 10 23
32 システム ST 3 23 26
33 制御 CT 13 133 31
34 知覚情報 PI 6 88 17

小計 54 676 469
35

Ｄ　

部　

門

半導体電力変換 SPC 6 172 183
36 モータードライブ MD 5 121 71
37 産業計測制御 IIC 3 21 54
38 回転機 R M 6 160 189
39 リニアドライブ L D 6 113 78
40 交通・電気鉄道 TER 6 57 88
41 自動車 V T 3 47 80
42 ITS ITS 4 43 51
43 家電・民生 HCA 4 63 34
44 ものづくり MZK 2 12 24
45 次世代産業システム IIS 7 64 45
46 スマートファシリティ SMF 4 30 28
47 公共施設 PPE 1 10 25
48 メカトロニクス制御 MEC 3 43 41

小計 60 956 991
49

Ｅ
部
門

フィジカルセンサ PHS 3 30 43
50 ケミカルセンサ CHS 2 20 30
51 マイクロマシン・センサシステム MSS 1 22 49
52 バイオ ･マイクロシステム BMS 3 36 22

小計 9 108 144
　 合　　　計 　 213 3 ,545 2 ,999
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票回答率 98 .9%
　　　 平成 26 年度規格原案国際投票回答件数　合計：355

件
　　　 （ 内 訳：NP：31，WD：0，CD：101，CDV：57，

FDIS：45，その他：121）
　 　また，平成 26 年 11 月に東京国際フォーラムにて開催
された 2014 年 IEC 東京大会では，電気学会の 14 の
TC/SC が招致された（全体では 51 の TC/SC が招致）。

　（注記）
　　TC：Technical Committee，専門委員会
　　SC：Sub Committee，分科委員会
　　PC：Project Committee，プロジェクト委員会
　　NP：New work item Proposal，新業務項目提案
　　WD：Working Draft，作業原案
　　CD：Committee Draft，委員会原案
　　CDV：Committee Draft for Vote，投票用委員会原案
　 　FDIS： Final Draft International Standard，最終国際

規格案
　1） IEC 規格への日本規格提案および日本意見の反映の

推進　
　　 　特に，スマートグリッド関連，パワーエレクトロニ

クス関連，UHV送変電関連および電気材料関連にお
いて，IEC規格への日本規格提案および日本意見の反
映など活発な国際標準化活動を推進した。

　2） IEC 規格への日本規格提案や日本意見を優位に導く
ための IEC国際役員職務の獲得推進

　　 　18 の要職に就任（一人兼務のため 17 名）（※は兼
任）

　　・Chairman（国際議長）：1名
　　　IEC/TC77（電磁両立性）
　　・Secretary（国際幹事）：2名
　　　IEC/TC120（電気エネルギー貯蔵システム）
　　　IEC/TC122（UHV AC送電システム）※
　　・Convenor（国際主査）：15 名
　　　IEC/TC4/WG30（水車）　
　　　IEC/TC14/MT60076-15（電力用変圧器）
　　　IEC/TC15/MT3（固体電気絶縁材料）
　　　IEC/TC17/SC17A/WG48（開閉装置及び制御装置）
　　　IEC/TC22/MT3（パワーエレクトロニクス）
　　　 IEC/TC22/SC22F/MT9（送配電システム用パワー

エレクトロニクス）
　　　IEC/TC28/MT9（絶縁協調）※
　　　IEC/TC36/MT17（がいし）
　　　IEC/TC68/WG5（磁性合金および磁性鋼）
　　　IEC/TC77/SC77B/MT12（電磁両立性高周波現象）
　　　 IEC/TC106/MT62226-3-1（人体ばく露に関する電

界，磁界及び電磁界の評価方法）
　　　 IEC/TC112/WG2（電気絶縁材料とシステムの評価

と認定）

　　3．日本工業標準規格（JIS）に係わる審議
　　4． 国内外の標準化機関（JISC，日本規格協会ほか）

との協力および連携
　（注） 電気規格調査会（JEC）：Japanese Electrotechnical 

Committee
  国際電気標準会議（IEC）：International Electro-

technical Commission
　平成 26 年度の活動に際しては，電気学会グランドデザ
インを受け，電気規格調査会内に JEC 価値向上アドホッ
ク委員会を設置し，JEC 規格の制定・改正時の審議資料
のフォーマットの統一，規格の制定・改正時等の参加委員
の貢献に対する感謝状の贈呈および政策委員会を発展的に
改組し標準化戦略委員会を設置するなど電気規格調査会の
価値向上方策について検討した。
　以下，重点項目に沿って主要事項を報告する。
（1）JEC規格の制定・改正および普及
　1）会合数

　2） 部会・標準化委員会の新設（標準特別委員会，JIS
原案作成委員会を除く）

　　・なし
　3） 部会・標準化委員会の廃止（標準特別委員会，JIS

原案作成委員会を除く）
　　・なし
　4） JEC 規格の制定・改正［6件］
　［制定：3件］
　　・JEC-2518　ディジタル形過電流継電器
　　・JEC-TR-59007　送電用支持物設計標準
　　・JEC-TR-40008　小規模水車
　［改正：3件］
　　・JEC-2310　交流断路器及び接地開閉器
　　・JEC-2200　変圧器
　　・JEC-5920　電力線搬送用保安装置
　［参考］
　　・ 電気専門用語集の改正　1件（No.23 保護リレー装

置編）
（2）IEC規格に係わる審議
　 　事業維持員会社，産業界の国際競争力向上のための
IEC/TC,SC,PC 国内委員会を通じ JEC 活動の国際化を
推進した。

　　・IEC国内委員会の担当数：TC：33，SC：12，PC：1
　　・ IEC 規格の審議状況：平成 26 年度規格原案国際投

規格委員総会 1回
規格役員会 7回
アドホック委員会 11 回
政策委員会 6回
表彰委員会 1回
IEC国際活動支援審査委員会 3回
部会 22 回
標準化委員会（標準特別委員会，
IEC国内委員会を含む）

263 回

JIS 原案作成委員会 54 回
合　　計 368 回
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　　　 IEC/TC112/WG7（電気絶縁材料とシステムの評価
と認定）

　　　 IEC/TC112/WG8（電気絶縁材料とシステムの評価
と認定）

　　　IEC/TC120/WG2（電気エネルギー貯蔵システム）
　3）国際会議の日本開催
　　 　IEC/TC のプレナリ，WG/PT/MT/AG の日本開

催：17 会議
　　・IEC/TC77（電磁両立性）/WG13
　　　平成 26 年 5 月 7 日～ 9日　東京
　　・ IEC/TC106（人体ばく露に関する電界，磁界及び

電磁界の評価方法）/MT1
　　　平成 26 年 5 月 19 日～ 22 日　東京
　　・2014 年 IEC 東京大会
　　　1） IEC/TC8（電力供給に関わるシステムアスペク

ト）
　　　　 平成 26 年 11 月 23 日　東京
　　　2）IEC/TC14（電力用変圧器）
　　　　 平成 26 年 11 月 10 日～ 11 日　東京
　　　3）IEC/TC17（開閉装置及び制御装置）
　　　　 平成 26 年 11 月 14 日　東京
　　　4） IEC/TC17/SC17A（高圧開閉装置及び制御装置）
　　　　 平成 26 年 11 月 11 日～ 12 日　東京
　　　5） IEC/TC17/SC17C（高圧開閉装置及び制御装置

組立品）
　　　　 平成 26 年 11 月 13 日　東京
　　　6） IEC/TC22/SC22F（送配電システム用パワーエ

レクトロニクス）
　　　　 平成 26 年 11 月 12 日～ 14 日　東京
　　　7）IEC/TC28（絶縁協調）
　　　　 平成 26 年 11 月 13 日～ 14 日　東京
　　　8）IEC/TC38（計器用変成器）
　　　　 平成 26 年 11 月 8 日～ 9日　東京
　　　9）IEC/TC42（高電圧・大電流試験技術）
　　　　 平成 26 年 11 月 14 日～ 15 日　東京
　　　10） IEC/TC57（電力システム管理及び関連する情

報交換）
　　　　　平成 26 年 11 月 5 日～ 6日　東京
　　　11） IEC/TC66（計測，制御及び研究用機器の安全

性）
　　　　　平成 26 年 11 月 14 日　東京
　　　12） IEC/TC112（電気絶縁材料とシステムの評価

と認定）
　　　　　平成 26 年 11 月 14 日　東京
　　　13）IEC/TC120（電気エネルギー貯蔵システム）
　　　　　平成 26 年 11 月 8 日　東京
　　　14）IEC/TC122（UHV交流送電システム）
　　　　　平成 26 年 11 月 15 日　東京
　　・IEC/TC22/SC22H（無停電電源システム）/WG6

　　　平成 26 年 12 月 9 日～ 11 日　東京
　（注記）
　　WG：Working Group，作業グループ
　　MT：Maintenance Team，メンテナンスチーム
　　PT：Project Team，プロジェクトチーム
　　AG：Advisory Group，アドバイザリグループ
　4）IEC関連国際活動支援の実施
　　［国際会議出席旅費支援］（平成 26 年度：2件）
　　・IEC/TC112：支援額  154 千円
　　・IEC/TC112：支援額  135 千円
　　［国際会議日本開催支援］（平成 26 年度：1会議）
　　・IEC/TC106/MT1：支援額　134 千円
（3）JIS に係わる審議
　 　国際標準との整合性をはかるため，JIS 原案審議を 6
件実施した。
　　［制定：2件］
　　・ インパルス電圧・電流試験に使われるソフトウェア

に関する要求事項
　　・ 可変速駆動システム（PDS）─安全要求事項─電気

的，熱的及びエネルギー
　　［改正：4件］
　　・ JIS C 2110：固体電気絶縁材料─絶縁破壊の強さの

試験方法
　　・ JIS C 2142：固体電気絶縁材料─試験前及び試験時

における標準状態
　　・ JIS C 61000-4-4：電磁両立性─第 4部試験及び測定

技術─第 4節電気的ファストトランジェント／バー
ストイミュニティ試験

　　・ JIS C 61000-4-8：電磁両立性─第 4部試験及び測定
技術─第 8節電源周波数磁界イミュニティ試験

（4）JEC活動の運営改善と活性化の推進
　［JECホームページの充実］
　・ JEC 事業報告，JEC 規格の制定・改正及び JEC 講習

会の情報，標準化関係の表彰の紹介など，JEC ホー
ムページによる情報公開を実施

　［規格に関するシンポジウムなどの実施］
　・ JEC-2390　開閉装置一般要求事項（制定）について，

東京と大阪で JEC 講習会を開催（東京：平成 26 年
10 月 15 日，大阪：平成 26 年 10 月 21 日）。

（5） 国内外の標準化機関（JISC，日本規格協会ほか）と
の協力および連携

　1） IEC 国際標準化活動に対する各種支援制度および委
託・請負事業の活用

　　  JISC，日本規格協会ほかによる「国際標準化活動ア
クションプラン」に基づく，IEC 審議団体への各種
支援制度を活用して，円滑な国際標準化活動に寄与

　　①国際業務支援制度の活用
　　　支援額：490 千円（国際議長TC77，TC122）
　　②重点TC等国際会議派遣事業の活用
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　　　支援額：2,821 千円（11 名）
　　③ 政府戦略分野に係る国際標準化活動などに関する受

託契約の締結
　　　支援額：20 ,529 千円（63 名）
　　④ IEC国際会議日本開催支援（APC）制度の活用
　　　・IEC/TC77/WG13 ：支援額　10 千円
　　　・IEC/TC106/MT1 ：支援額　40 千円
　　　・IEC/TC14 ：支援額　44 千円
　　　・IEC/TC22/SC22F ：支援額　19 千円
　　　・IEC/TC38 ：支援額　43 千円
　　　・IEC/TC57 ：支援額　105 千円
　　　・IEC/TC66 ：支援額　37 千円
　　　・IEC/TC112 ：支援額　42 千円
　2）他団体の標準化活動への参画
　　① 日本電気技術規格委員会（同　運営会議，技術会

議）
　　②電気用品調査委員会
　　③  IEC活動推進会議（APC）（SMB対応委員会，ACSEC

分科会ほか）
　　④ JIS 原案作成委員会
　　⑤ スマートコミュニティ・アライアンス（JSCA）国

際標準化WG
　　　 蓄電池 SWG（蓄電池システム I/F 標準化作業チー

ム），送配電網管理 SWG
　　⑥ IEC SyC（スマートエナジー）国内準備検討会
　　⑦  ISO TC268/SC1（スマートコミュニティインフ

ラ）国内委員会

9．功績の表彰に関する事項【定款第 4条 4号】

（1）電気技術顕彰制度「でんきの礎」の選定
　 　第 8回 5件を選定し，平成 27 年 3 月 25 日の全国大会
で顕彰し，顕彰件数は累計 52 件となった。

　・第 8回でんきの礎顕彰件名

（2） フェロー・上級会員・IEEJ プロフェッショナルの認
定者数

　 　フェローについては，今年度 22 名を認定し合計 128
名となった。

　 　IEEJ プロフェッショナルについては，今年度 8名を
認定し合計 158 名となった。電気学会寄付講義・初中等
教育支援・各種セミナーなどで幅広く活動した。

顕彰名称 顕彰先 カテゴリー

第
8
回

初代電信頭石丸安世と磁器碍子 （株）香蘭社 モノ 

地図型自動車用ナビゲーションシス
テム

本田技研工業
（株） モノ 

直接衛星放送サービス 日本放送協会　
放送技術研究所 こと 

光干渉計式ガス検知器 理研計器（株） モノ 

帆足竹治の発見した回路網結合の法
則「帆足 -Millman の定理」 早稲田大学 こと・人

　・フェロー認定者
秋山秀典（熊本大学）

荒　隆裕（職業能力開発総合大学校）
海田英俊（富士電機）
大屋芳史（東海大学）
金子双男（新潟大学）
小圷成一（千葉大学）

小西博雄（NTTファシリティーズ）
柵山正樹（三菱電機）

四戸　孝（東芝リサーチ・コンサルティング）
柴﨑一郎（豊橋技術科学大学）

清水敏久（首都大学東京）
神保泰彦（東京大学）
鈴置保雄（名古屋大学）
高橋琢二（東京大学）
坪井和男（中部大学）

西方正司（東京電機大学）
花﨑  泉（東京電機大学）

福本　亮（東　芝）
山田外史（金沢大学）
横山明彦（東京大学）
吉江　修（早稲田大学）

吉野輝雄（東芝三菱電機産業システム）
（3）表彰
　 　平成 27 年 5 月 29 日の第 103 回通常総会において，名
誉員，功績賞・業績賞・電気学術振興賞・優秀技術活動
賞・特別活動賞受賞者に賞状・賞牌等を贈呈。（所属は
論文掲載時のもの）
　・名誉員

市田行則（元日本原子力発電）
大島壽之（元東芝）

児玉孝亮（元富士電機）
天野　浩（名古屋大学）

中村修二（カリフォルニア大学）
　・平成 26年表彰受賞者
第 53 回功績賞 (1 件)
高電圧工学と電力輸送システムに関する技術の発展と電気
学会学会活動への貢献 日髙邦彦（東京大学）
第 24 回業績賞 (6 件)
マイクロ磁気センサの非破壊検査技術ならびに医療技術分
野への発展と学会活動への貢献 山田外史（金沢大学）

年 フェロー 上級会員 IEEJ
プロフェショナル

H18 ─ ─ 110 414 9 75
H19 ─ ─ 126 540 25 100
H20 8 8 63 603 12 112
H21 2 10 54 657 13 125
H22 20 40 72 729 4 129
H23 41 81 40 769 2 131
H24 15 96 39 808 10 141
H25 10 106 26 834 9 150
H26 22 128 42 876 8 158

※左は当年，右は累計
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高信頼度基幹系統の構想と実現への貢献
 八木　誠（関西電力）
生体電子工学の学術研究と振興ならびに電気学会活動への
貢献 神保泰彦（東京大学）
交流電動機ドライブとその実用化およびパワーエレクトロ
ニクス技術発展への貢献 黒澤良一
高性能・高信頼半導体電力変換技術の発展ならびに学会活
動への貢献 清水敏久（首都大学東京）
電気工学発展への貢献、及び電気学会センサ・マイクロマ
シン部門運営に関する貢献 庄子習一（早稲田大学）
第 71 回電気学術振興賞
進歩賞 (9 件)
各種放電プラズマに適用可能なシャックハルトマン型電子
密度分布可視化装置の開発 稲田優貴（東京大学）

熊田亜紀子（東京大学）
日髙邦彦（東京大学）

通電方向に指定がなく高信頼性を確保した直流遮断技術の
発明及び実用化 渡邉真也（三菱電機）

麻生誠司（三菱電機）
山根彰太（三菱電機）

分散型電源およびスマートグリッドに関する解析を実現す
る電力系統シミュレータの開発 北川竜平（中部電力）

原田　慈（富士電機）
嶋田誠一郎（中電シーティーアイ）

高電圧・大遮断容量真空バルブの開発
 浅利直紀（東　芝）

丹羽芳充（東　芝）
染井宏通（東　芝）

東京スカイツリーにおける雷撃現象観測装置の開発と超高
構造物への雷撃特性の解明 新藤孝敏（電力中央研究所）

石井　勝（東京大学）
鈴東祐介（東武鉄道）
曽根原健夫（昭　電）

桧垣泰造（ホトニクス）
宇宙線シングルイベント現象に対するパワーデバイスの高
信頼化への貢献 庄司智幸（豊田中央研究所）

西田秀一（トヨタ自動車）
只野　博（筑波大学）

福島第一原子力発電所向け調査ロボットの開発
 岡田　聡（日立製作所）

森　勇人（日立製作所）
米谷　豊（日立GEニュークリア・エナジー）

可搬型蓄電池電源設備の開発 水谷麻美（東　芝）
丹野　勉（東　芝）
小林武則（東　芝）

離線アークが集電系材料に及ぼす影響の解明と新たなすり
板ならびに離線アーク測定装置の実用化
 早坂高雅（鉄道総合技術研究所）

久保田喜雄（鉄道総合技術研究所）

清水政利（鉄道総合技術研究所）
第 71 回電気学術振興賞
論文賞 (9 件)
震災 3/11 前後における東北地域・時間需要データの分析
 千田卓二（東北電力）

斎藤浩海（東北大学）
豊田淳一（東北大学）

電流計測による自動力率調整装置の実現と評価
 松田勝弘（東北電力）

二上貴文（東北電力）
高野富裕（三菱電機）

片岡義則（指月電機製作所）
小林　浩（トーエネック）

Effect of N2 and O2 Additions to CO2 on Extinction 
Limitation of Axial Gas Flow Arc
 横水康伸（名古屋大学）

林　泰広（中部電力）
松村年郎（名古屋大学）

真島周也（東　芝）
内井敏之（東　芝）

鈴木克巳（東京電機大学）
ヒートポンプ式給湯機と電力貯蔵装置を用いた太陽光発電
余剰電力利用のための需要地系統運用手法
 大嶺英太郎（電力中央研究所）

八太啓行（電力中央研究所）
浅利真宏（電力中央研究所）
上野　剛（電力中央研究所）
小林広武（電力中央研究所）

A Lagrangian Relaxation Method for Crew and Vehicle 
Rescheduling of Railway Passenger Transportation and 
its Application 佐藤達広（日立製作所）

富山友恵（日立製作所）
森田豊久（日立システムズ）

村田智洋（早稲田大学）
油入ケーブル接続部の線形サポートカーネルマシンによる
異常判定 篠原靖志（電力中央研究所）

嘉屋　健（関西電力）
松谷悠司（関西電力）

DCリンク電圧およびワークコイル巻数切り替え方式オー
ルメタル対応誘導加熱システム 庄司浩幸（日立製作所）

宇留野純平（日立製作所）
磯貝雅之（日立アプライアンス）

Refinement of inverter model considering dead-time for 
performance improvement in predictive instantaneous 
current control 井村彰宏（デンソー）

高橋友哉（デンソー）
藤綱雅己（デンソー）
残間忠直（千葉大学）
道木慎二（名古屋大学）
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高速MEMSスキャナを用いた第三世代 SS-OCT用波長走
査型光源 諫本圭史（サンテック）

戸塚弘毅（サンテック）
酒井　徹（サンテック）
鈴木卓也（サンテック）
両澤　淳（サンテック）
鄭　昌鎬（サンテック）
藤田博之（東京大学）
年吉　洋（東京大学）

第 71 回電気学術振興賞
著作賞 (1 件)
基本から学ぶパワーエレクトロニクス
 松瀨貢規（明治大学）

齋藤涼夫（東　芝）
第 18 回優秀技術活動賞
技術報告賞 (8 件)
ガス絶縁開閉装置（GIS）を取り巻く規格の動向（技術報
告第 1264 号）
　 ガス絶縁開閉装置（GIS）を取り巻く規格の動向調査専
門委員会 代表：東　誠司（東　芝）

電磁界解析高度利用技術（技術報告第 1317 号）
　電磁界解析高度利用技術調査専門委員会
 代表：宮田健治（日立製作所）
鋼材系配電設備の錆対策の技術動向と課題（技術報告第
1277 号）
　 鋼材系配電設備の錆対策の技術動向と課題調査専門委員
会 代表：長谷修次（関西電力）

データを診て予測する／制御する～Data, Data and Data ～
（技術報告第 1294 号）
　データ指向型制御システム調査専門委員会
 代表：山本　透（広島大学）
生産スケジューリングシステム導入ガイド　―失敗しない
システム開発のために―（技術報告第 1311 号）
　 生産スケジューリング業務のシステム化規範に関する協
同研究委員会 代表：藤村　茂（早稲田大学）

需要設備向けスマートグリッド実用化技術（技術報告第
1283 号）
　 需要設備向けスマートグリッド実用化技術調査専門委員
会 代表：柳原隆司（東京電機大学）

自動車用パワーエレクトロニクスの動向（技術報告第
1255 号）
　自動車用パワーエレクトロニクスの適用調査専門委員会
 代表：森本雅之（東海大学）
自動車用電力マネジメント技術（技術報告第 1268 号）
　自動車用電力マネジメント調査専門委員会
 代表：立花　武（トヨタ自動車）
第 18 回優秀技術活動賞
グループ著作賞（1件）
工学専門書　「電力系統安定化システム工学」

　「電力系統安定化システム技術」編集委員会
 代表：前田隆文（東　芝）
第 7回特別活動賞（2件）
2014年パワーエレクトロニクス国際会議（IPEC-Hiroshima 
2014 ECCE-Asia）開催と成功
　IPEC2014実行委員会
 代表：清水敏久（首都大学東京）
「日本のライフラインを支える電力設備」シンポジウム開
催による電力エネルギー技術の啓発推進・学会活性化・学
生の教育機会創出
　静止器技術委員会 代表：小林隆幸（東京電力）
（4）電気規格調査会表彰
　　電気規格調査会表彰規程に基づき，電気規格調査会功
績賞，功労賞の表彰を実施した。
　1）功績賞
　　半導体電力変換装置標準特別委員会
　　　 能動連系変換装置（系統に接続された自励変換装

置）とその応用製品（無効電力補償装置やアクティ
ブフィルターなど）に関する規格を JEC-2441-2012
として制定。電力変換装置に関する関連の規格
JEC-2440，JEC-2410 の改正作業も含め，電力変換
装置の利用拡大に貢献。

　　IEC TC68 国内委員会
　　　 1979 年以降，IEC TC68 の全ての国際会議に代表団

を派遣し，電磁鋼板及び永久磁石分野において，日
本の技術や仕様を盛り込んだ IEC 規格の制定・改
訂を行うとともに，関連団体に協力して，関連 JIS
を IEC 規格に整合させる制定・改訂に貢献。

　2）功労賞
　　本年度は功労賞の推薦はなかった。
（5）学術振興助成
　 ・平成 26 年大会ならびに研究会における優秀論文発表
の表彰

（6）学術奨励賞
　 　メルマガや全国工業高等学校長協会等関連団体を通じ

大会ならびに研究会 表彰件数
全国大会 40
Ａ部門大会 3
Ｂ部門大会 6
Ｃ部門大会 6
Ｄ部門大会 9
Ｅ部門大会 2
Ａ部門各種研究会 16
Ｂ部門各種研究会 11
Ｃ部門各種研究会 9
Ｄ部門各種研究会 15
Ｅ部門各種研究会 2
電気・情報関係学会北海道支部連合大会 5
電気関係学会東北支部連合大会 8
電気関係学会東海支部連合大会 17
電気関係学会北陸支部連合大会 9
電気関係学会関西支部連合大会 8
電気 ･情報関連学会中国支部連合大会 9
電気関係学会四国支部連合大会 9
電気関係学会九州支部連合大会 15

合計 199
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て高校生・高専生の電気主任技術者試験合格者表彰制度
の周知を行い，第 4回の表彰 39 名を実施した。あわせ
て，同校長協会とは情報交換を継続的に進めることとし
た。

10．教育に関する事項【定款第 4条 5号】

　（1）技術者教育の着実な推進と体制の整備
　 　電気電子・情報系 CPD協議会と連携調整して進めて
いる「CPD 記録管理システム」について，「電気学会
CPD認定技術者の認定制度」の周知に努め，CPD登録
会員の増員に取り組み 98 名まで増加した。

　 　パワーエレクトロニクス技術者教育WGでは，関連
する産業応用部門の協同研究委員会などの場を借り，基
本的概念や考え方を効率的に教える方法について議論し
た。12 月と 3 月に 2 回のセミナーを開催，延べ 101 名
の参加者があった。

　（2）初等・中等・高等教育機関への教育支援
　 　初等中等教育理科支援では，JST主催のサイエンスア
ゴラ 2014 や小平市中央公民館土曜子供広場「友・遊科
学研究室」開催等に対して，IEEJ プロフェッショナル
講師による支援がされた。

　 　また，日本工学会の「科学技術人材育成コンソーシア
ム」に参画し，初等中等教育への科学技術人材育成支援
と社会における技術者の活躍を促進した。平成 26 年 8
月には電気学会産業応用部門大会において，パネルディ
スカッション「教育現場の求める理科教育支援とは？─ 
初等中等教育への支援のあり方─」を東京都足立区教育
委員会並びに科学技術人材育成コンソーシアムと共催で
実施した。

　 　高等教育支援として平成 26 年度の「電気学会寄付講
義」を 16 校（大学 11 校，高専 5校）で開講し，教育機
関，教員，生徒へのアンケートにより高い満足度を得
た。

　（3）JABEE認定審査事業の着実な取り組み
　 　JABEE 審査事業については，「電気電子及び関連の
工学分野」，「工学（融合複合・新領域）関連分野」，「一
斉審査」の審査を円滑に実施した。また審査員養成のた
めの講習会を実施し，31 名の参加を得た。

　（4）技術者倫理の恒常的活動の推進
　 　技術者倫理の普及や教育支援活動として，技術者倫理
研修会（H26 .8）と技術者倫理フォーラム（H27 .3）を
開催したほか，技術者倫理事例集（第 2集）を製作，発
行（H26 .9）した。事例集を教材として利用する教員，
講師のためにティーチングノート，パワーポイント集も
製作して希望者へ配布した。

11． 国内外の関係学術団体との協力および連携に関す
る事項【定款第 4条 6号】

（1） 国際活動の積極的推進と国際活動が容易にできる仕組

みの構築
　 　ICEE（電気技術国際会議）2014 済州島大会に参加
し，CSEE，KIEE，HKIE との交流を深めた他，ICEE
ジャーナルの年 4回発刊を継続し，ICEE を核としたア
ジア諸国との連携拡大に努めた。
　 　学会活動のグローバル化に対応するため広報委員会と
国際活動委員会が連携して英文HPの充実にむけた検討
を行った。
　・国際会議開催実績一覧表
　　 　平成 26 年度に電気学会主催で開催した国際会議は

以下のとおりである。

（2）助成
　 　国際交流基金および桜井基金を原資とする国際交流活
動に対する助成を次のとおり行った。
①外国研究者の招聘助成

②国際会議への出席助成

国際会議名 開催場所・期間 開催概要
International 
Conference on 
Electrical Engineering 
2014（ICEE2014）（日
本，韓国，中国，香港
の各学会との共催）

Ramada Plaza Jeju 
Hotel（韓国，済州島）
2014 .6 . 15-19

論文件数：523 件，
大会参加者数：646 名
（内，日本から 158 名）

年度 出席者 会合名 開催地 助成額
（千円）

H26 下 Kurt Petersen The 31th Sensor 
Symposium on Sensor, 
Micromachines, and 
Applied Systems 
Society Conference of 
Sensors and 
Micromachines 
Society IEEJ
（2014 .10 . 20 ～
2014 .10 . 22，くにびき
メッセ，島根県立産業
交流会館）

島根 95

年度 出席者 会合名 開催地 助成額
（千円）

H26 上 高橋一弘
（室蘭工業大学
大学院）

20th International 
Conference on Gas 
Discharges and their 
Applications
（2014．7．6 ～ 11，
France）

フランス 100

H26 上 高田輝努
（東京都市大学
大学院）

14th International 
Conference on Plasma 
Surface Engineering
（2014 .9 . 15 ～ 19，
Germany）

ドイツ 100

H26 上 藤井善治
（岡山大学大学
院）

2014 Applied Super 
Conductivity 
Conference
（2014 .8 . 10 ～ 15，
USA）

米国 75

H26 上 竹内　翔
（東京理科大学
大学院）

IEEE International 
Symposium on 
Circuits and Systems 
2014
（2014 .6 . 1 ～ 5，
Australia）

オーストラリ
ア

 100

H26 上 南　佑太郎
（東京理科大
学）

IEEE International 
Symposium on 
Circuits and Systems 
2014
（2014 .6 . 1 ～ 5，
Australia）

オーストラリ
ア

 100
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③桜井基金による海外派遣
　今年度は 0件
（3）広範な学会活動の推進
　 　電気・情報関連学会連絡協議会（電気学会・照明学
会・電子情報通信学会・映像情報メディア学会・情報処
理学会）で年 2回，総務企画担当役員の連絡会を実施
（H26 .7，H27 .1）し，会員数や財務の改善・刊行物の電
子化・学会からの情報発信などについて情報交換を行っ
た。日本機械学会とは会長・会長代理の懇談会を実施
し，工学連携などについて意見交換を行い，昨年度から
の試みとして，土木学会が主導する工学連携会長会議に
参加し，「工学連携による巨大災害と社会安全への取
組」について意見交換を継続している。

　 　技術士会とは 2カ月に 1回の定例会を行い，CPD（継
続研鑽）プログラム相互活用の活発化を図り，イベント
の相互参加人数が増加してきた。

　 　また，日本学術会議電気電子工学委員と連携を図り，

理学・工学分野における科学・夢ロードマップの改訂作
業を行った。
　 　日本工学会の「会長懇談会」に参加し，工学連携など
について意見交換を図り，世界工学会議WECC2015
（2015 .11 . 30 ～ 12 .2 京都開催）への積極的参加をする
こととしたほか，「事務研究委員会」に主導的に参画し
広範囲な情報交換などに務めた。

12．その他法人運営に関する事項

（1）新法人移行後の的確な組織運営
　 　平成 24 年度の一般社団法人移行後，関係する法令・
定款・規程類に基づき，総会・理事会等の的確かつ円滑
な運営を進め，平成 26 年の通常総会においても事業報
告，決算，公益目的支出計画実施報告を支障なく完了し
た。

（2）経営企画委員会およびグランドデザインのレビュー
　 　平成 25 年度の「財務体質健全化委員会」活動によ
り，年間約 3千万円程度の収支改善の成果を得たものの
未だ不十分であること，更なる学会の魅力向上や会員メ
リットの向上も同時並行して検討する必要があることか
ら，部門，支部も含む学会横断的な「経営企画委員会」
に改組した。平成 26 年 7 月 25 日理事会において，グラ
ンドデザインのレビューを行い，冒頭に示した学会の行
動目標，重点的に行う 4つの活動を決定した。
　 　また，事業計画の策定方法の改善を平成 27 年度事業
計画策定に反映するとともに，予算方式の見直し検討，
予算の月次管理の試行，寄付金制度，表彰制度等の見直
し等を関係会議体と密接に連携しつつ進め，実施できる
ものから事業に反映している。
　 　将来を担う若手会員にとっての魅力向上は学会存続の
鍵であり，若手会員のニーズを把握し，事業に反映して
ゆく仕組みづくりを進めている。

（3）創立 125 周年記念事業の継続実施
　 　平成 25 年度に配分を決定した創立 125 周年記念事業
募金等による事業を推進した。具体的には，会員システ
ムの全面更新，書籍や歴史的資料のアーカイブ化，啓発
書の編纂などを行った。

（4）広報の充実強化
　 　広報委員会を主体に，ホームページの閲覧者の利便
性・機能の向上を目指し，平成 26 年 4 月 1 日に電気学
会ホームページをリニューアルし，その後も会員の改善
要望を調査しつつ，利便性の向上を継続して努めた。
　 　また，広告について学会誌（紙媒体）に加えて，ホー
ムページの広告バナー（Web）を導入し，広告収入源
の多様化を図った。
　 　経産省・文科省の記者クラブへ会誌等を持参のうえ内
容を紹介するとともに，特記リリース事項の説明を行う
などの働きかけを継続して実施した。

（5）キャンペーン月間「でんきの月」の充実

年度 出席者 会合名 開催地 助成額
（千円）

H26 下 奥　将俊
（宮崎大学大学
院）

International 
Conference on 
Renewable Energy 
Research and 
Applications
（ICRERA）
（2014 .10 . 19 ～
2014 .10 . 22，USA）

米国 95

H26 下 村上　祐一
（名城大学大学
院）

2014 IEEE 
Conference on 
Electrical Insulation 
and Dielectric 
Phenomena
（2014 .10 . 19 ～
2014 .10 . 20，USA）

米国 95

H26 下 禹　泰城
（東京大学大学
院）

59th Annual 
Magnetism & 
Magnetic Materials 
Conference
（2014 .11 . 3 ～
2014 .11 . 7，Hawaii）

ハワイ 65

H26 下 東條　直也
（横浜国立大学
大学院）

IECON2014.-40th 
Annual Conference of 
IEEE Industrial 
Electronics Society
（2014 .10 . 29 ～
2014 .11 . 1，USA）

米国 95

H26 下 菅沼　亮太
（東京工業大学
大学院）

16th US-Japan 
Workshop in IEC 
Fusion
（2014 .10 . 1 ～
2014 .10 . 3，USA）

米国 95

H26 下 岩田　直樹
（愛知県立大学
大学院）

67th Gaseous 
Electronics 
Conference
（2014 .11 . 3 ～
2014 .11 . 7，USA）

米国 125

H26 下 中村　勇太
（函館工業高等
専門学校）

The 6th IEEE PES 
Asia-Pacific Power 
and Energy 
Engineering 
Conference
（2014 .12 . 8 ～
2014 .12 . 11，Hong 
Kong）

香港 65
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　 　社会を支える電気の働きと役割を見つめ直すため，毎
年 3月を「でんきの月」と定めたキャンペーン活動を行
なっている。6年目にあたる平成 26 年度は，昨年に引
き続き小中高生を対象とした作文コンテストを実施し
た。

（6）会員制度の充実
　 　会員増加策として，部門・支部が開催するイベント参
加費の見直しを図り，会員と非会員の参加費等の差別化
を図った。

　 　平成 26 年度より学生員の会員特典として，論文誌（A
～ E部門誌）の電子ジャーナル版 5誌すべての無料閲
覧を付与することとし，学生員会費は 3,000 円から
4,800 円に改定した。

（7）会員システム等の ITの整備充実
　 　学会情報システムの防災，セキュリティ対策，サーバ
老朽化対策，会員サービス向上，事務効率向上を図るよ
うシステム全面更新を行うため，購入仕様を決定し，平
成 28 年夏の運用開始を目指して製作中である。

　 　閲覧者の利便性・機能の向上を目指し，4月 1 日電気
学会ホームページリニューアルを実施し，更に広報委員
会を中心に改良を進めた。

　 　Web を活用した電子投票システムを平成 25 年度役員
選挙から導入し継続して実施した。

（8）健全な業務運営
　 　支部・支所の 9月末決算資料について会計処理の適否
を確認した。また，支部連合大会の今年度幹事学会にあ
たる支部の決算資料について的確処理を事前に確認し
た。

　 　電気学会事務局については，会長，総務企画副会長参
加の職員対話会の実施や，課長会議を中心とした課題解
決を継続して実施している。

以上

付録　平成 25 年度末事業維持員一覧（50 音順）

IHI，愛工大興，アイコク　アルファ，愛知金属工業，愛
知製鋼，愛知電機，秋田県公営企業課，旭化成ケミカル
ズ，旭硝子，旭テック TDM，旭有機材工業，安治川鉄
工，アスモ，アルトナー，アンリツ，池上通信機，イシメ
ックス，伊藤忠テクノソリューションズ，茨城電設，イビ
デン，岩通計測，イワブチ，浮間合成，ウシオ電機，宇都
宮電機製作所，宇部興産，エクォス・リサーチ，エナジー
サポート，エヌ・ティ・ティ ファシリティーズ，NECト
ーキン，エネゲート，エネルギア・コミュニケーション
ズ，エネルギー総合工学研究所，荏原製作所，愛媛県公営
企業管理局，大井電気，大阪ガス，大阪市立科学館，大崎
電気工業，大林組，オーム社，沖縄エネテック，沖縄電気
保安協会，沖縄電力，オクトーバー・スカイ，音羽電機工
業，オリエンタルモーター，オリジン電気，オリンパス，

開発電子技術，岳南建設，カシオ計算機，鹿島共同火力，
カネカ，川北電気工業，川崎重工業，関西電気保安協会，
関西電力，関電工，関電プラント，関東電気保安協会，関
東天然瓦斯開発，北九州エル・エヌ・ジー，北芝電機，北
日本電線，君津共同火力，キヤノン，キャプテックス，九
州電気保安協会，九州電力，九州旅客鉄道，九電工，九電
テクノシステムズ，キューヘン，京三製作所，京セラ，近
畿日本鉄道，きんでん，金邦電気，クラレ，栗田工業，栗
原工業，栗本鐵工所，京王電鉄，京成電鉄，京阪電気鉄
道，京浜急行電鉄，原子力発電訓練センター，コイト電
工，高速道路総合技術研究所，弘電社，コーセル，コット
レル工業，小松製作所，五洋建設，コロナ社，埼玉配電工
事，相模鉄道，サクサ，佐藤建設工業，山陰放送，三英社
製作所，三英電業，サンケン電気，サンコーシヤ，三社電
機製作所，サンテック，三美印刷，山洋電気，山陽電気鉄
道，GS ユアサ，シーテック，ジェイアール東日本情報シ
ステム，JXエンジニアリング，JNC，JFE スチール，ジ
ェイテクト，ジェイテック，ジェイ・パワーシステムズ，
JP ハイテック，ジェイファスト，滋賀県工業技術総合セ
ンター，四国計測工業，四国総合研究所，四国電気保安協
会，四国電力，四国旅客鉄道，指月電機製作所，芝浦メカ
トロニクス，四変テック，島津製作所，清水建設，シャー
プ，首都高速道路，ショウエイ，昭電，昭和電業，昭和電
工，昭和電線ケーブルシステム，信越エンジニアリング，
新京成電鉄，シンデン，新電元工業，新日鐵住金，シンフ
ォニアテクノロジー，スタンレー電気，住重プラントエン
ジニアリング，住電朝日精工，住友化学，住友共同電力，
住友金属鉱山，住友スリーエム，住友電気工業，住友電工
ウインテック，正興電機製作所，セイブ，西武鉄道，西部
電機，ゼネラルエンジニアリング，全国電気管理技術者協
会連合会，ソニー，大気社，ダイキン工業，大成建設，大
電，大同股分有限公司，大同信号，太平電業，ダイヘン，
泰和電気工業，タツタ電線，谷川電機製作所，玉川製作
所，多摩電気工事，タムラ製作所，中央製作所，中央送電
工事，中外炉工業，中興電機，中國計器工業，中国電機製
造，中国電気保安協会，中国電力，中電技術コンサルタン
ト，中電工，中電シーティーアイ，中電プラント，中部精
機，中部電気保安協会，中部電力，中部プラントサービ
ス，通研電気工業，筑波電機，津田電線，TLC，TCパワ
ーライン，帝人，TDK，鉄道建設・運輸施設整備支援機
構，鉄道総合技術研究所，テプコシステムズ，寺崎電気産
業，電気安全環境研究所，電気興業，電気書院，電機精工
社，電源開発，デンソー，テンパール工業，電洋社，電力
計算センター，電力時事通信社，電力中央研究所，電力テ
クノシステムズ，東海コンクリート工業，東海旅客鉄道，
東京エネシス，東京ガス，東京急行電鉄，東京コスモス電
機，東京地下鉄，東京電設サービス，東京電力，東京都下
水道局，東京都交通局，東京都立産業技術研究センター，
東京配電工事，東京発電，東京変圧器，東光，東光電気，
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送協会放送技術研究所，日本無線，日本リライアンス，ネ
クスコ・エンジニアリング新潟，ネクスコ東日本エンジニ
アリング，能美防災，ハイデンハイン，長谷川電機工業，
パナソニック，パナソニック　エコソリューション社，阪
急電鉄，阪神電気鉄道，東日本高速道路，東日本旅客鉄
道，ビスキャス，日立金属，日立工機，日立国際電気，日
立産機システム，日立製作所，日立造船，日立電線，日立
パワーソリューションズ，日立メディコ，ファナック，フ
ジクラ，富士通，フジテック，富士電機，不二電機工業，
富士・フォイト ハイドロ，古河電気工業，ペガサスソフ
トウェア，ホーチキ，北電テクノサービス，北陸計器工
業，北陸電気工事，北陸電機製造，北陸電気保安協会，北
陸電力，北陸発電工事，北海電気工事，北海道電気保安協
会，北海道電力，北海道旅客鉄道，本州四国連絡高速道
路，Myway プラス，マキタ，三井化学，三菱化学エンジ
ニアリング，三菱電機，三菱電機エンジニアリング，三菱
電機コントロールソフトウェア，三菱電機特機システム，
三菱電機プラントエンジニアリング，三菱電機ホーム機
器，三菱電線工業，三菱日立パワーシステムズ，美和電
気，村田製作所，メイエレック，明電舎，明和製作所，森
永乳業，矢崎エナジーシステム，安川電機，山形県企業
局，ユアテック，ユーラスエナジーホールディング，四電
エナジーサービス，四電エンジニアリング，四電技術コン
サルタント，リコー，菱電エレベータ施設，菱電商事，和
歌山共同火力，渡辺電機製作所

東光電気工事，東芝，東芝 ITコントロールシステム，東
芝システムテクノロジー，東芝プラントシステム，東芝三
菱電機産業システム，東神電気，東ソー，東電同窓電気，
東燃化学，東武鉄道，東邦電気，東北計器工業，東北電機
製造，東北電気保安協会，東北電力，東北発電工業，東北
ポール，東洋エンジニアリング，東洋鋼鈑，東洋電機製
造，東洋紡績，東レ，トーエネック，トーテック，戸上電
機製作所，徳島県企業局，徳島県立工業技術センター，ト
クデン，栃木県電気工事，特許庁，富山共同自家発電，ト
ヨタ自動車，豊田中央研究所，中日本高速道路，名古屋鉄
道，那須電機鉄工，七星科学研究所，南海電気鉄道，西日
本高速道路，西日本電線，西日本プラント工業，西日本旅
客鉄道，ニシム電子工業，日刊工業新聞社，日機装，日機
電装，日産自動車，日新製鋼，日新電機，日新電機商事，
ニッタン，日鉄エレックス，日東工業，日東電工，日本ア
ルファ電力，日本インター，日本エヌ・ユー・エス，日本
エレクトロヒートセンター，日本オーチス・エレベータ，
日本ガイシ，日本ガイシ研究開発本部，日本カタン，日本
貨物鉄道，日本軽金属，日本計測器製造所，日本下水道事
業団，日本原子力研究開発機構，日本原子力発電，日本高
圧電気，日本工営，日本鋼構造協会，日本信号，日本精
工，日本製鋼所，日本製紙，日本電産，日本電気，日本電
気協会，日本電気計器検定所，日本電機工業会，日本電信
電話，日本電設工業協会，日本電設工業，日本ネットワー
クサポート，日本フィールド・エンジニアリング，日本放
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平成 26 年度決算報告

（1）貸借対照表

財務諸表等
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（2）正味財産増減計算書
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（3）財務諸表に対する注記
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（4）附属明細書
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（2）収支計算書
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